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　大学と地域の協働による観光活性化モデル事業協議会主催のフォーラムは2015年12月13日に燕三条ワシ
ントンホテルにて行われました。県内の企業、行政機関、研究機関の関係者や新潟県県央地域の住民の方々
など約120名の参加がありました。そのハイライトを掲載します。
　フォーラムのプログラムは以下のとおりです。
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司会
　皆さま、お待たせ致しました。これより大学と地域
の協働による観光活性化フォーラム、新潟経営大学観
光経営学部設立記念、「観光立県に向けた人材育成戦
略、新潟県の観光産業の展望と課題を考える」を開催
致します。私は本日司会を務めます、新潟経営大学の
東川と申します。どうぞよろしくお願い致します。
　それではフォーラムの開催にあたり、大学と地域の
協働による観光活性化モデル事業協議会会長でありま
す、新潟経営大学学長、渡辺保よりごあいさつさせて
いただきます。渡辺学長、お願い致します。
開会あいさつ
新潟経営大学　学長　　　
渡辺　　保　氏
　ただいまご紹介いただきました新潟経営大学の渡辺
でございます。よろしくお願い致します。本日は日曜
日であり、ご多用な中、このように大勢の方からお集
まりいただき、心より御礼申し上げます。
　この協議会は県央地域の五つの自治体と、それから
本学を含め三つの団体、それに三つのオブザーバー、
こういうかたちで形成されているわけでございます。
　今年の６月23日に設立会が開かれましたが、この協
議会の狙いとするところは、後ほど説明等もあるかも
わかりませんが、大学と地域が、協働、あるいは連携
して、そしてその活動のなかでこの地域の有能な人材
を育成する。それから観光を通じて地域の活性化を図
る。これが２大柱ではないかと思います。
　大学で課せられている部分は、大学の積み重ねてき
たノウハウとか、あるいは若い学生たちのそういう視
点から観光資源の再発見。こういうことが期待される
のかなと思っているわけでございます。
　これまで経営大学ではゼミ活動等を通じて、各種イ
ベントへの協力、参加。それから政策発表、あるいは
ビデオの制作等、細かいことを言えば切りがないです
けれども、そのようなかたちでいろいろ活動してまい
りましたが、これからまた私どもは、ご理解をいただ
きながら進めていく所存でおります。
　今回このようなかたちで、大学と地域の協働による
観光フォーラムを持たせていただいているわけでござ
いますが、ことにテーマが「観光立県に向けた人材育
成戦略、新潟県の観光産業の展望と課題を考える」と
いうことで、今、地方創生ということが非常にさかん
に叫ばれているわけでございますが、タイムリーと言
いましょうか、まさに、時宜を得た課題かと思ってい
る次第でございます。
　今回、講演していただきます、国交省北信越運輸局、
交通政策部長の瀬井様、それからＪＴＢ総合研究所の
執行役員、企画調査部長の波潟様。この方々からご講
演いただけるということで、非常に関心の高いところ
でございます。
　その後、パネルディスカッションがございます。波
潟様には引続きご登場お願いしまして、本学の地域活
性化研究所の客員研究員の小畑様、それから滝沢様、
それにブレンディ・バロリ様という方々がディスカッ
ションされます。それぞれの立場から、非常に興味あ
るお話が聞けるかと思っております。よろしくお願い
したいと思います。
　それから、先ほど司会が申しましたように、今回こ
のフォーラムは、新潟経営大学、新潟県で初の観光経
営学部という学部の新設記念でもあります。
　この学部は、お手元にパンフレットが渡っているか
と思いますけれども、都会の大学や、他の大学にない、
地域の特性を生かした学部構成、学びとなっておりま
す。学部長予定者であるイワン教授を中心に、今後ま
すます学部の中身を向上させていくよう、期待してい
る次第でございます。また皆様方には、今後、ご支援、
ご指導をお願いしなければいけないというところでご
ざいます。
　本協議会のご理解と、今後ますますのご支援等をお
願い申し上げまして、簡単ではありますけれども、ご
あいさつに代えさせていただきます。どうぞよろしく
お願い致します。ありがとうございました。
司会
　続きまして、本協議会の事務局を務めております、
新潟経営大学地域活性化研究所所長の吉田一郎より、
趣旨説明を行います。吉田所長、お願い致します。
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　　　　　　　　新潟経営大学地域活性化研究所
吉田　一郎　所長
　新潟経営大学の吉田です。よろしくお願いします。
　本日は日曜日にもかかわらず、多くの方にご来場い
ただきまして、誠にありがとうございます。
　なお、このフォーラムは、大学と地域の協働による
観光活性化モデル事業協議会が主催しています。
　この協議会は、新潟経営大学に観光経営学部が来春
設立されることを見越して、新潟県三条地域振興局や
県央地域の自治体、新潟経営大学などの８つの団体に
よって、本年６月に設立されました。またそのほかに
３団体が、オブザーバーとして参加しています。新設
される新潟経営大学観光経営学部は、この協議会から
ご支援、ご協力をいただくことになっています。
　この協議会の主催で行われる本フォーラムでは、最
初に国土交通省北陸信越運輸局の瀬井威公交通政策部
長より記念講演「地域の振興に貢献する観光振興のあ
り方」をお願いしています。
　瀬井さんは、政府の重要な政策である観光立国推進
基本計画の策定や観光庁設立に携わり、この６月まで
は北陸信越運輸局企画観光部長を務められていまし
た。国の観光政策に携わってこられた知見から、これ
からの新潟県の観光業の振興に欠かせないことなど
を、ご教示いただけるものと思います。
　続いてフォーラムでは、パネルディスカッションを
行いますが、討論会に入る前にＪＴＢ総合研究所、波
潟郁代執行役員企画調査部長から、「新潟が観光で輝
き続けるために－観光の課題と人財づくり－」という
題名で基調報告をしていただきます。
　波潟さんは、ここ、県央地域のご出身で、旅行業・
観光業界の第一線でご活躍中の方です。波潟さんの基
調報告を受けてから討論に入ります。討論会では、来
春開設する観光経営学部の初代学部長に就任予定のイ
ワン・ツェリッシェフ教授に司会をお願いし、いずれ
も新潟経営大学地域活性化研究所客員研究員で観光経
営にお詳しい、小畑博正さん、滝沢憲一さん、ブレン
ディ・バロリさんの３名と、基調報告者、波潟さんを
交えて、活発な討論を行っていただきます。この討論
会によって、新潟県の観光産業の今後のあり方や、観
光経営学部の今後の方針などが明らかになっていくこ
とと思います。
　このフォーラムが、新潟県の観光業とそこに人材を
供給することになる新潟経営大学観光経営学部の船出
に向けた礎になることを期待しています。
　本日は長時間になりますが、どうぞよろしくお願い
致します。ありがとうございました。
司会　
　皆さま、お待たせ致しました。これより記念講演を
始めさせていただきます。
　「地域の振興に貢献する観光振興のあり方」と題し
まして、国土交通省北陸信越運輸局・交通政策部長の
瀬井威公様より、ご講演いただきます。
　瀬井様は、1997年に現国土交通省であります運輸省
に入省され、2006年12月より総合政策局観光政策課に
て、観光立国推進基本計画（初版）の策定や、観光庁
の設立準備に携わった経験をお持ちです。
　2014年４月に、北陸信越運輸局、企画観光部長に就
任され、現在は交通政策部長としてご活躍されていま
す。観光政策に関わってこられた豊富なご経験から、
本日は観光振興のあり方についてご講演いただきま
す。
　それでは、瀬井威公様にご登壇いただきます。よろ
しくお願い致します。
「地域の振興に貢献する観光振興のあり方」
国土交通省北陸信越運輸局・交通政策部長　　
瀬井　威公　氏
　ただ今、非常に丁寧に、かつ過分なご紹介をいただ
きました、国土交通省の瀬井と申します。
　まず北陸信越運輸局とはどういう機関なのか、とい
うところから始めますが、国土交通省のうち旧運輸省
の出先機関であり、観光庁の出先機関でもあります。
今日は、観光庁の出先機関という立場で呼んでいただ
きました。北陸信越地域、具体的には新潟県・長野県・
富山県・石川県の４県を管轄しており、国の施策を地
方で実施するとともに、地方の実情を中央の施策の企
画立案に反映させるという、双方向の仕事を担当して
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おります。
　今日は、観光経営学部が設立される新潟経営大学に
敬意を表して、なるべく新潟県の話をしたいと思って
います。しかしながら、どうしても外国人を日本に呼
んでくる話に偏りがちになってしまうと思います。
　というのは、新潟県の観光に主体的に取り組む人は
誰かというと、国ではなく、新潟県の皆さんです。県
庁の職員という意味ではなくて、県内で活動される、
あるいは市町村内で活動される様々な分野の皆様方と
いう意味です。もちろん、そうした頑張る皆様をお手
伝いするのも国の重要な観光政策ですが、大ざっぱに
言うと、局所的な地域の取り組みを支援するのは地方
公共団体の役割で、県をまたがるような広域的な取り
組みを支援するのが国の役割、という分担になります。
　また、国ならではの、国でなければできない観光政
策というのは、例えば国際拠点空港を整備するとか、
あるいは日本に入国しようとする外国人へのビザの発
給要件をどうするかとか、外国との往来に関するもの
が自ずと多くなります。したがって、国で観光施策を
やっていると、外国人観光客を念頭に置いた話が多く
なるわけです。
　国内の地方に別の地方からの観光客を呼んでくると
いう意味での観光振興も大事でありますけれども、ど
うしても外国人を呼んでくるための仕事の比重が大き
いわけです。そのため、今日「地域の振興に貢献する
観光振興のあり方」という題で話すわけでございます
けれども、外国人の誘客に偏った話になってしまうか
も知れないということを、最初にお断りしておきます。
　まず最初に、政府が観光立国とか観光振興に力を入
れ始めたのは、そう古い話ではありません。2003年、
当時の小泉総理大臣が観光立国懇談会を立ち上げ、ビ
ジット・ジャパン・キャンペーンという、日本の観光
魅力を海外に発信して日本に来てもらおうという取り
組みを始めました。
　それまで、観光というものは社会経済的な意義につ
いては重視されておらず、時間とお金に余裕のある人
の、物見遊山的なものとして扱われていました。それ
を変えようとし始めたのが2003年でございます。
　当時、国土交通省で観光の仕事をする組織は、総合
政策局の中に課がいくつかあるだけでした。課の上の
局を飛び越えて、もっと格上の庁、現在の観光庁にな
りました。これは、役所の組織のあり方としては、か
なり思い切った変更でした。私も当時、観光政策課と
いうところにおりまして、いろいろと議論しましたが、
この2003年に流れを変え始めてから僅か５年程度の期
間に、「観光立国推進基本法」という法律ができ、さ
らにその法律に基づいて、国としてどういう観光施策
を打っていくのかを総合的かつ網羅的に取りまとめた
「観光立国推進基本計画」を策定し、さらに観光庁と
いう組織までつくったわけです。
　最近では、観光庁が中心となって、政府全体で観光
立国実現に向けてどのような施策を講じていくのかを
「アクション・プログラム」というかたちで取りまと
めております。基本計画のように５年に１回とかでは
なく、毎年、状況の変化に対応して取りまとめ直して
おります。
　なお、2003年というのはどういう年であったかと申
しますと、この前年に成田空港の２本目の滑走路が
オープンしました。それ以前、我が国の国際航空ネッ
トワークは今では信じられないぐらいのレベルでござ
いまして、成田は滑走路が１本だけ、発着容量は今の
半分以下でございました。東京とソウルを結ぶ便は日
本航空も全日空でも１日１便だけで、よくそれで国が
回っていたなと、今となっては思います。つまり2003
年とは、我が国の入口である成田空港の発着容量が広
がって、ようやく対外的に「我が国にぜひお越しくだ
さい」と言えるようになった、そういうタイミングだっ
たわけです。
　それまで物見遊山的なものでしかなかった観光に国
として力を入れるようになった理由ですけれども、一
つ目は経済成長を遂げているアジアをはじめとする世
界の国際観光需要を我が国に取り込み、わが国の経済
を強化するということで、これは国全体の話でありま
す。
　二つ目は国内外の交流人口を増やすというもので、
これは特に地方の活力の維持に必要であります。これ
は我が国の人口減少の予測ですが、特に地方において、
この流れが深刻であります。
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　この右側の部分は、消費額に着目して、定住人口が
１人減ることによる消費額の減少を旅行者の消費で補
うためには何人くらいを呼んでくる必要があるのかを
比較したものです。外国人旅行者であれば、９人を呼
んでくれば定住人口１人に相当する消費をしてくれま
す。国内の宿泊旅行者であれば、27人を呼んでくる必
要があります。国内の日帰り旅行者であれば、84人が
必要です。日帰り客よりは宿泊客、日本人よりは外国
人を呼んでくると、地域における消費活動を維持しや
すくなるということです。これが、観光立国に取り組
む二つ目の理由である「交流人口の拡大」の意味であ
り、そして恐らくこれが、現在、多くの方々が観光に
着目している理由なのだろうと思います。
　ただし、経済効果だけが観光立国に取り組む意義と
いうわけではございません。三番目に相互理解を深め
るという話がございます。
　そして、最も大事なのは、一番下に書いてある四つ
目の話だと思います。地域で観光振興に取り組むとい
うことは、その地域の魅力をよその地域の人に説明し
て訪れてもらおうとするということですから、まず自
分自身がその地域に愛着を持ち、魅力があると感じ、
誇りを持っている、という状態でなければ、とてもで
きることではありません。
　先ほど、よその地域から観光客を呼んでくればお金
を落としてくれると申しましたけれども、お金を落と
してもらうだけのために「おもてなしをしっかりやり
ましょう」と言ってみたところで、きっ
と上辺だけのものになってしまうでしょ
う。逆に、住んでいるところ、働いてい
るところが良いところなのだと心底から
思っていれば、それがある程度は自然と
伝わり、丁寧な「おもてなし」を感じて
もらえるのではないか、ということです。
　よく、観光で地域を盛り上げて行こう
といおうとした際に、「いや、私の地域に
は何もありませんから」という言い方を
される方がいらっしゃいます。本当にそ
う思っているわけではなく、地域の自慢
をしないだけ、本当は良い地域だと思っ
ているけれども「何もありません」という言い方をして
いるだけ、というのであればまだしも、本当に自分の
地域には何の魅力もないと考えているのであれば、た
ぶん観光振興はうまくいかないであろうと思います。
　新潟県についても、宣伝が下手だという言われ方が
なされます。本当にそうで、宣伝が下手なだけであれ
ば、そう大きな問題ではないと思います。ただし、宣
伝するに値する魅力すらないと思っている方がもしい
らっしゃるのであれば、それは大きな問題だろうと思
います。眠っている魅力に気づけているのかどうか、
という問題は別にありますが。
　観光で地域を興すための人材を育てる、その第一歩
は何かと言ったら、その地域に愛着や誇りを持たせる
ことです。これは、国内の各地域においてという意味
でもそうですし、それから日本という国に外国から人
に来てもらおうという意味でも、同じことです。日本
が良いところだと思っていない人には、外国から人を
呼ぶというのは難しいことだと思います。まずは自ら
の国、地域に、誇りと愛着を持つようにする。これが
観光振興に取り組むための第一歩だと、私は思ってい
ます。
　しかし、この観点だけを理由として「地域として観
光振興に取り組もう」などと呼びかけても、そう多く
の人の共感は得られないでしょうから、それで二つ目
の経済効果の観点が注目されるのだと思います。私の
これからの話でも、どちらかというと経済効果に着目
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定住人口は２０１０年国勢調査（総務省）、定住人口１人当たり年間消費額は２０１４年家計調査（総務省）による。
旅行消費額の訪日外国人旅行は訪日外国人消費動向調査（２０１４年）より算出、国内旅行は旅行・観光消費動向調査（２０１４年第１～３四半期確報及び第４四半期速報）より算出。
訪日外国人旅行者はＪＮＴＯ（２０１４年）発表数値、国内旅行者は旅行・観光消費動向調査（２０１４年第１～３四半期確報及び第４四半期速報）より算出。
訪日外国人旅行者１人１回当たり消費額は訪日外国人消費動向調査（２０１４年）、国内旅行者（宿泊/日帰り）１人１回当たり消費額は旅行・観光消費動向調査（２０１４年第１～３四半期確報及び第４四半期速報）より算出。
定住人口1人減少分に相当する旅行者人数は、定住人口１人当たり年間消費額を訪日外国人旅行者又は国内旅行者１人１回当たり消費額で除したもの。 （※観光庁資料）
観光交流人口増大の経済効果（２０１４年）
定住人口１人減少分
減少
外国人旅行者９人分
国内旅行者（宿泊）２７人分
国内旅行者（日帰り）８４人分
又は
又は
拡大
＋
定住人口＝１億２，８０５万人
１人当たり年間消費額＝１２５万円
国内旅行者（宿泊＋日帰り）
うち宿泊 ３億４９９万人
うち日帰り ３億７７１万人
１人１回当たり消費額
宿泊 ４万７千円
日帰り １万５千円
訪日外国人旅行者
１人１回当たり消費額
１５万１千円
１，３４１万人<延べ人数> ６億１，２７０万人 <延べ人数>
訪日外国人旅行２．０兆円 国内旅行（海外分除く）１８．８兆円
うち宿泊旅行 １４．２兆円
うち日帰り旅行 ４．６兆円
旅行消費額
○定住人口１人当たりの年間消費額（125万円）は、旅行者の消費に換算すると外国人
旅行者9人分、国内旅行者（宿泊）27人分、国内旅行者（日帰り）84人分にあたる。
は我が国の人口減少の予測ですが、特に地方において、
この流れが深刻であります。 
この右側の緑色の部分は、消費額に着目して、定住
人口が１人減ることによる消費額の減少を旅行者の消
費で補うためには何人くらいを呼んでくる必要がある
のかを比較したものです。外国人旅行者であれば、９
人を呼んでくれば定住人口１人に相当する消費をして
くれます。国内の宿泊旅行者であれば、27人を呼んで
くる必要があります。国内の日帰り旅行者であれば、
84人が必要です。日帰り客よりは宿泊客、日本人より
は外国人を呼んでくると、地域における消費活動を維
持しやすくなるということです。これが、観光立国に
取り組む二つ目の理由である「交流人口の拡大」の意
味であり、そして恐らくこれが、現在、多くの方々が
観光に着目している理由なのだろうと思います。 
ただし、経済効果だけが観光立国に取り組む意義と
いうわけではございません。三番目に相互理解を深め
るという話がございます。 
そして、最も大事なのは、一番下に書いてある四つ
目の話だと思います。地域で観光振興に取り組むとい
うことは、その地域の魅力をよその地域の人に説明し
て訪れてもらおうとするということですから、まず自
分自身がその地域に愛着を持ち、魅力があると感じ、
誇りを持っている、という状態でなければ、とてもで
きることではありません。 
先ほど、よその地域から観光客を呼んでくればお金
を落としてくれると申しましたけれども、お金を落と
してもらうだけのために「おもてなしをしっかりやり
ってみたところで、
きっと上辺だけのものになってしま
でしょう。逆に、住んでいるとこ
ろ、働いているところが良いところ
なのだと心底から思っていれば、そ
れがある程度は自然と伝わり、丁寧
な「おもてなし」を感じてもらえる
のではないか、ということです。 
よく、観光で地域を盛り上げよう
というとした際に、「いや、私の地域
には何もありませんから」という言
い方をされる方がいらっしゃいます。
本当にそう思っているわけではなく、
地域の自慢をしないだけ、本当は良い地域だと思って
いるけれども「何もありません」という言い方をして
いるだけ、というのであればまだしも、本当に自分の
地域には何の魅力ないと考えているのであれば、たぶ
ん観光振興はうまくいかないであろうと思います。 
新潟県についても、宣伝が下手だという言われ方が
なされます。本当にそうで、宣伝が下手なだけであれ
ば、そう大きな問題ではないと思います。ただし、宣
伝するに値する魅力すらないと思っている方がもしい
らっしゃるのであれば、それは大きな問題だろうと思
います。眠っている魅力に気づけているのかどうか、
という問題は別にありますが。 
観光で地域を興すための人材を育てる、その第一歩
は何かと言ったら、その地域に愛着や誇りを持たせる
ことです。これは、国内の各地域においてという意味
でもそうですし、それから日本という国に外国から人
に来てもらおうという意味でも、同じことです。日本
が良いところだと思っていない人には、外国から人を
呼ぶというのは難しいことだと思います。まずは自ら
の国、地域に、誇りと愛着を持つようにする。これが
観光振興に取り組むための第一歩だと、私は思ってい
ます。 
しかし、この観点だけを理由として「地域として観
光振興に取り組もう」などと呼びかけても、そう多く
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した話が多くなります。しかし、本当に大事なのは四
つ目の観点だと思っています。
　続いて我が国の観光の現状でございますが、今年は
「爆買い」が流行語にもなりました。電気製品などの
大型量販店に観光バスで乗りつけた団体客が大量の買
い物をする光景は、非常に目立ちます。また店の方で
も、そうした買い方をする客に対応するため、売り場
の構成を変えたり、案内表示を充実させたりして、ど
この国の店なのか分からないようになる
など、目に見える変化が生じています。
　先ほど、2003年からビジット・ジャパ
ン・キャンペーンを始めたと申しました
けれども、その頃は日本に来られた外国
人は年間521万人でして、これを倍の
1000万人にしようと打ち出したわけで
す。現在の状況を知っていれば、倍を目
指すという目標は大した目標ではなかっ
たと思われるかもしれませんけれども、
当時としては、政府がこうした数値目標
を掲げて関係者の方向性をまとめていこ
うとするというやり方自体が、まだ割と
珍しいものでした。本当にそんなことができるのかと
いう意見があったのも事実です。
　日本に来る外国人は、今年は何人来たから来年も少
なくとも同じ数だけは来ると約束されているわけでは
ありません。実際、2003年の少し前にアメリカの同時
多発テロがあり、飛行機に乗る人自体が減ってしまい
ました。それからＳＡＲＳという病気が流行ったのも
この頃でした。増えることもあれば減ることもあるだ
ろうという思いで始めましたが、関係の皆様方のご努
力の結果、順調に伸びております。前年を下回った年
は、リーマン・ショックと東日本大震災しかありませ
ん。特にここ数年は、目標の前倒しに近いような勢い
で伸びています。
　来ている外国人を国籍別に見ますと、日本に近いと
ころにある国ほどたくさん来ていただいております。
けれども、台湾の人口、韓国の人口には限りがありま
すので、これらがさらに大きく伸びることは、期待し
難いと思われます。東アジア以外の、東南アジアや欧
米といったところから来ていただく方をもっと増やし
ていかなければならない、という状況であります。
　これは単純に人数で比べたものですけれども、消費
額という観点から比べてみると状況が変わってきま
す。今年の１月から10月までで、中国は人数では26％
ですが、消費金額では42％と非常に大きな割合を占め
ています。
　先ほど外国人の人数が順調に増えていると申し上げ
ましたけれども、消費額でみても、特に最近、大きく
伸び続けております。
　外国人が日本にやってきて国内でお金を消費すると
いうのは、いわば製品を外国に輸出するのと同じでご
ざいます。国際観光の規模を輸出産業と比較するとご
覧のとおりでありまして、決して軽視できない規模に
まで発展してきております。
　先ほど申し上げた「爆買い」は中国人によるものと
いう印象がありますが、国籍別にどのような分野にお
金を使っているのかを分類しました。上の表の買い物
代のところを見ていただくと、中国が一人当たり12
万７千円で、他の国と比べてずば抜けていることが分
かるかと思います。遠い国から来る方ほど長く日本に
滞在する傾向にありますので、例えば宿泊費は、平均
滞在期間に比例して国によるバラつきがあって当たり
前なのですけれども、買い物代については、中国人は
頭二つも三つもずば抜けており、非常に特徴がありま
す。
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訪日外国人旅行消費額（費目別）
2014年費目別旅行消費額
○2014年の訪日外国人旅行消費額のうち、買い物代、宿泊料金はそれぞれ３割程度を占める。
○費目別・国別では宿泊料金・飲食費・交通費は平均宿泊数の多い欧米旅行者の支出が多く、一
方で買い物代は中国を初めとした東アジア・東南アジア旅行者の支出が多い。
出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
買物代
7,146億円
35.2%
宿泊費
6,099億円
30.1%
飲食費
4,311億円
21.3%
交通費
2,181億円
10.8%
娯楽
サービス費
465億円
2.3%
その他
76億円
0.4%
旅行消費額
2兆278億円
国籍
旅行支出
総額
宿泊費 飲食費 交通費
娯楽
サービス費
買物代 その他 全目的
観光・
レジャー
全国籍 151,174 45,471 32,140 16,259 3,464 53,278 564 11.7 6.1
韓国 75,852 24,820 19,147 9,112 2,371 20,137 265 6.0 3.5
台湾 125,248 37,021 25,267 12,568 3,598 46,501 292 6.8 5.1
香港 147,958 45,937 31,747 15,361 3,181 51,584 148 5.7 5.2
中国 231,753 44,661 39,483 15,668 2,812 127,443 1,687 18.6 5.9
タイ 146,029 40,803 28,358 14,899 5,494 56,133 341 11.5 6.0
シンガポール 155,792 52,619 38,897 15,555 2,984 45,485 252 9.6 7.5
マレーシア 145,466 46,990 28,105 18,422 3,642 47,500 805 12.0 6.7
インドネシア 119,884 37,301 21,840 18,582 3,673 37,563 924 16.3 6.3
フィリピン 105,284 30,986 26,866 11,284 2,134 34,011 4 28.6 9.4
ベトナム 237,688 63,739 54,361 23,725 5,596 88,814 1,452 48.1 6.7
インド 167,530 62,668 47,536 26,225 2,178 28,884 40 34.1 10.8
英国 187,239 81,094 46,360 28,562 3,793 27,087 341 15.0 13.4
ドイツ 148,774 65,762 33,884 24,577 3,422 21,095 33 12.3 13.5
フランス 194,685 77,827 45,677 33,052 4,864 33,233 32 15.6 14.4
ロシア 201,588 68,779 40,296 20,544 8,884 63,056 28 20.9 10.9
米国 165,381 71,783 42,343 24,481 3,564 22,905 306 13.8 9.9
カナダ 170,599 71,496 40,963 24,902 4,334 28,748 155 13.8 11.0
オーストラリア 227,823 93,484 52,308 33,755 7,614 39,082 1,580 13.6 12.4
その他 195,795 73,255 50,652 28,763 4,782 38,193 150 15.4 12.9
【費目別旅行支出】　　　　　　　　　　　（円／人） 【平均泊数】（泊）
の人の共感は得られないでしょうから、それで二つ目
の経済効果の観点が注目されるのだと思います。私の
これからの話でも、どちらかというと経済効果に着目
した話が多くなります。しかし、本当に大事なのは四
つ目の観点だと思っています。 
続いて我が国の観光の現状でございますが、今年は
「爆買い」が流行語にもなりました。電気製品などの
大型量販店に観光バスで乗りつけた団体客が大量の買
い物をする光景は、非常に目立ちます。また店の方で
も、そうした買い方をする客に対応するため、売り場
の構成を変えたり、案内表示を充実させたりして、ど
この国の店なのか分からないようになるなど、目に見
える変化が生じています。 
先ほど、2003年からビジット・ジャ
パン・キャンペーンを始めたと申しま
したけれども、その頃は日本に来られ
た外国人は年間521万人でして、これ
を倍の 1000万人にしようと打ち出し
たわけです。現在の状況を知っていれ
ば、倍を目指すという目標は大した目
標ではなかったと思われるかもしれま
せんけれども、当時としては、政府が
こうした数値目標を掲げて関係者の方
向性をまとめていこうとするというや
り方自体が、まだ割と珍しいものでし
た。本当にそんなことができるのかという意見があっ
たのも事実です。 
 日本に来る外国人は、今年は何人が来たから来年も
少なくとも同じ数だけは来ると約束されているわけで
はありません。実際、2003年の少し前にアメリカの同
時多発テロがあり、飛行機に乗る人自体が減ってしま
いました。それからＳＡＲＳという病気が流行ったの
もこの頃でした。増えることもあれば減ることもある
だろうという思いで始めましたが、関係の皆様方のご
努力の結果、順調に伸びております。前年を下回った
年は、リーマン・ショックと東日本大震災しかありま
せん。特にここ数年は、目標の前倒しに近いような勢
いで伸びています。 
来ている外国人を国籍別に見ますと、グラフのオレ
ンジの部分が東アジアですけれども、日本に近いとこ
ろにある国ほどたくさん来ていただいております。け
れども、台湾の人口、韓国の人口には限りがあります
ので、これらがさらに大きく伸びることは、期待し難
いと思われます。このオレンジ以外の、東南アジアや
欧米といったところから来ていただく方をもっと増や
していかなければならない、という状況であります。 
これは単純に人数で比べたものですけれども、消費
額という観点から比べてみると状況が変わってきます。
今年の１月から10月までで、中国は人数では26％で
すが、消費金額では42％と非常に大きな割合を占めて
います。 
先ほど外国人の人数が順調に増えていると申し上げ
ましたけれども、消費額でみても、特に最近、大きく
伸び続けております。 
 外国人が日本にやってきて国内でお金を消費すると
いうのは、いわば製品を外国に輸出するのと同じでご
ざいます。国際観光の規模を輸出産業と比較するとご
覧のとおりでありまして、決して軽視できない規模に
まで発展してきております。 
 先ほど申し上げた「爆買い」は中国人によるものと
いう印象がありますが、国籍別にどのような分野にお
金を使っているのかを分類しました。左側の表の買い
物代のところを見ていただくと、中国が一人当たり12
万７千円で、他の国と比べてずば抜けていることが分
かるかと思います。遠い国から来る方ほど長く日本に
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　この背景には、もちろん中国の国民性、
土産についての慣習もあろうかと思いま
す。私はかつて関西国際空港会社に出向
していたことがあるのですが、中国便に
乗って中国に帰る方々が空港の中の店舗
で電気釜をたくさん買っていたので理由
を調べたところ、日本国内で流通してい
る商品に「MADE IN JAPAN」と書か
れていればそれは本当に日本製であると
信頼できるから、出国の直前までなるべ
く多くの「日本国内で流通している商品」
を買うのだと言われ、複雑な思いをした
ことがありました。そうした事情も、中
国人の買い物代を押し上げている要因の一つなのかも
知れません。
　ただし、中国人の爆買いだけが外国人観光客による
消費活動というわけではありません。量販されている
電気製品をまとめて買う、という形態の買い物につい
ては、東京や大阪の大都市が有利であり、他の地域が
敵うわけがありません。爆買い客を大都市から奪うの
は無理ですけれども、だからといって悲観する必要は
ありません。外国人がどういうところでお金を使って
いるのかというと、買い物代は全体の三分の一くらい
でして、それと同じくらいの金額を宿泊代や飲食代と
して使っています。この宿泊や飲食は、各地域が大都
市と普通に勝負できる分野であります。飲食物は、美
味しければ買ってくれます。宿泊も、良い温泉があり、
あるいは良いサービスを提供してくれる旅館であれ
ば、競争力があるわけです。魅力を磨き、それを発信
していく必要がある、ということです。
　観光産業とは、宿泊業や旅行業だけを指すものでは
なく、非常に広範な分野にまたがっているという点が
特徴の一つです。ここには業種しか書いてありません
が、トータル22.5兆円のうち運輸機関が６兆円弱、宿
泊が４兆円弱、飲食店が2.5兆円、宿泊が２兆円弱、
といった内訳になっております。観光振興によって、
広範な分野で大きな消費がなされるということです。
これは直接的な消費額だけであって、波及効果も含め
ればもっと大きな金額になります。
　先ほど外国人観光客による消費の効果が２兆円とか
３兆円の輸出に相当すると申し上げましたけれども、
日本人を含めた、国内での観光旅行消費額の総額は
22.5兆円でございます。つまり観光業全体から見れば、
外国人が使うお金というのは、まだごく一部でしかな
いわけであります。一番上の円グラフにあるとおり、
まだ10％にも達していない。我が国の観光産業を支え
ているのは、当たり前のことではありますけれども、
日本人による消費であるということです。
　下の方に、上の四区分の金額の推移を数字だけで書
いております。一番下が外国人旅行で、伸び率こそ確
かに非常に大きく、十年間で倍に伸びていますが、絶
対額としては１兆円増えただけであります。むしろ一
番上の日本人の国内宿泊旅行のところを見ていただく
と、最近は横ばいに近い状態ではありますけれども、
十年間で５兆円以上縮小している状況にあります。
　従って、外国人がたくさん来るようになりさえすれ
ば観光業の未来は非常に明るいのかというと、その部
分だけを見ればそうなのですが、一方で日本人の宿泊
旅行が縮小してきていることは決して軽視すべきでは
ありません。もちろん人口が減っているわけですから、
全国の合計値としては縮小に向かうのは避けられない
のでしょうが、個々の地域ごとに見れば、日本人の宿
泊旅行が伸びることも当然あるわけです。例えば、Ｎ
ＨＫの大河ドラマの舞台には人が押し寄せる。あるい
は北陸新幹線が開通して注目されると、沿線に人が押
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日本人国内日帰り旅行
4.5兆円（20.1%）
日本人海外旅行（国内分）
1.4兆円（6.3%）
訪日外国人旅行等
2.2兆円（9.8%）
出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」、財務省・日本銀行「国際収支統計」より
22.5兆円
日本人国内宿泊旅行
14.4兆円（63.8%）
国内における旅行消費額（2014年（平成26年））
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
日本人国内
宿泊旅行
20.1
(-1.2%)
20.6
(2.6%)
19.0
(-7.9%)
19.0
(-0.1%)
17.3
(-8.6%)
15.8
(-9.2%)
15.1
(-4.1%)
15.3
（1.4%）
15.8
(3.2%)
14.4
(-8.8%)
日本人国内
日帰り旅行
5.9
(-13.9%)
6.6
(12.3%)
6.2
(-7.2%)
5.9
(-4.5%)
5.5
(-5.7%)
5.1
(-8.6%)
4.9
(-2.3%)
4.4
（-10.1%）
4.8
(7.5%)
4.5
(-5.0%)
日本人海外
旅行（国内）
1.5
(2.6%)
1.5
(-1.4%)
1.6
(9.0%)
1.5
(-9.0%)
1.3
(-15.3%)
1.2
(-1.5%)
1.3
(7.5%)
1.4
（7.1%）
1.4
(-2.0%)
1.4
(1.7％)
訪日外国人
旅行等
1.1
(9.3%)
1.3
(24.4%)
1.5
(9.4%)
1.4
(-2.4%)
1.2
(-18.4%)
1.3
(15.0%)
1.0
(-25.9%)
1.3
（29.6%）
1.7
(27.6%)
2.2
(33.7%)
合計 28.6 30.1 28.2 27.8 25.3 23.4 22.4 22.5 23.6 22.5
※カッコ内の数値は前年比を示す。 （兆円、％）
※数値は内閣府「国民経済計算」データによる補正前の暫定値であり、今後、改定があり得る。
滞在する傾向にありますので、例えば宿泊費は、平均
滞在期間に比例して国によるバラつきがあって当たり
前なのですけれども、買い物代については、中国人は
頭二つも三つもずば抜けており、非常に特徴がありま
す。 
この背景には、もちろん中国の国民
性、土産についての慣習もあろうかと
思います。私はかつて関西国際空港会
社に出向していたことがあるのですが、
中国便に乗って中国に帰る方々が空港
の中の店舗で電気釜をたくさん買って
いたので理由を調べたところ、日本国
内で流通している商品に「MADE IN 
JAPAN」と書かれていればそれは本当
に日本製であると信頼できるから、出
国の直前までなるべく多くの「日本国
内で流通している商品」を買うのだと
言われ、複雑な思いをしたことがあり
ました。そうした事情も、中国人の買い物代を押し上
げている要因の一つなのかも知れません。 
 ただし、中国人の爆買いだけが外国人観光客による
消費活動というわけではありません。量販されている
電気製品をまとめて買う、という形態の買い物につい
ては、東京や大阪の大都市が有利であり、他の地域が
敵うわけがありません。爆買い客を大都市から奪うの
は無理ですけれども、だからといって悲観する必要は
ありません。外国人がどういうところでお金を使って
いるのかというと、買い物代は全体の三分の一くらい
でして、それと同じくらいの金額を宿泊代や飲食代と
して使っています。この宿泊や飲食は、各地域が大都
市と普通に勝負できる分野であります。飲食物は、美
味しければ買ってくれます。宿泊も、良い温泉があり、
あるいは良いサービスを提供してくれる旅館であれば、
競争力があるわけです。魅力を磨き、それを発信して
いく必要がある、ということです。 
 観光産業とは、宿泊業や旅行業だけを指すものでは
なく、非常に広範な分野にまたがっているという点が
特徴の一つです。ここには業種しか書いてありません
が、トータル22.5兆円のうち運輸機関が６兆円弱、宿
泊が４兆円弱、飲食店が 2.5兆円、宿泊が２兆円弱、
といった内訳になっております。観光振興によって、
広範な分野で大きな消費がなされるということです。
これは直接的な消費額だけであって、波及効果も含め
ればもっと大きな金額になります。 
 先ほど外国人観光客による消費の効果が２兆円とか
３兆円の輸出に相当すると申し上げましたけれども、
日本人を含めた、国内での観光旅行消費額の総額は
22.5兆円でございます。つまり観光業全体から見れば、
外国人が使うお金というのは、まだごく一部でしかな
いわけであります。一番上の円グラフにあるとおり、
まだ10％にも達していない。我が国の観光産業を支え
ているのは、当たり前のことではありますけれども、
日本人による消費であるということです。 
 下の方に、上の四区分の金額の推移を数字だけで書
いております。一番下が外国人旅行で、伸び率こそ確
かに非常に大きく、十年間で倍に伸びていますが、絶
対額としては１兆円増えただけであります。むしろ一
だく
ではありますけれども、
。 
 すれ
の部
宿泊
では
から、
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し寄せる。現にそうしたことがあるわけで、日本人の
宿泊旅行の減少を食い止める、あるいは減り方を押さ
えることができれば、外国人を増やすのと同じ効果が
得られるわけです。
　日本人の宿泊旅行が縮小傾向で、一方で外国人が伸
びているからといって、外国人だけを追
いかければ良いわけではない、別の方法
もある、ということです。
　なお、これは宿泊旅行にかかる総額の
話です。宿泊施設に払う宿泊費だけの話
ではありません。我が国全体の傾向とし
て「出張の経費をなるべく抑えよう」と
いう風潮があります。９千円のホテルに
泊まるのを止めて５千円のホテルに泊ま
るようにする。こうした動きも、日本人
の宿泊旅行による消費額が縮小傾向にあ
る要因の一つになっているのは確かで
しょう。しかしながら、私自身が出張の
際にどうしているのかと考えると、宿泊施設に支払う
費用を抑えても、結局のところ、それ以上の額を周辺
の飲食店に支払っているような気がします。そのよう
な場合、宿泊旅行による消費額の総額は変わらないは
ずです。安いホテルに泊まるようになった客を街の中
に引っ張り出すことができれば、ホテル業界の方は
少々困るかもしれませんけれども、観光産業全体とし
ては困らないわけです。
　あるいは、ビジネスで来た客に、今度はプライベー
トでもここに来てみようかなと思わせる。地域全体と
して、おもてなしをしっかりやって、また来ようと思
わせる。あるいは、どこそこが良かったという口コミ
を増やす。さらに、滞在時間の延長につながる体験プ
ログラムなどを用意する。そうした取り組みによって
国内宿泊客を減らさないようにする、ということは十
分に可能なことなのです。
　これは宿泊者数の推移です。国内宿泊旅行の市場規
模そのものは縮小していると申し上げましたけれど
も、宿泊客の人数を見ると、傾向は同じではありませ
ん。市場規模の総額よりも宿泊者数の方が伸び率が高
いということです。日本人の国内宿泊旅行の市場規模
が縮小しているということが、日本人が国内宿泊旅行
に行かなくなっていることを直ちに意味するわけでは
ないということであり、諦める必要は全くないという
ことです。
　これはちょっと観点を変えまして、どこから来た客
なのか、また宿泊なのか日帰りなのか、といった旅行
の形態ごとに、各県内における旅行消費額の構成比率
を表したものです。県内からの客と県外からの客を対
比したものですけれども、新潟県は県内からの客によ
る消費が占める割合が高い傾向にあります。
　これは新潟県が他の県と比較して広いだめだろうと
思います。私自身も仕事ではあちこち行きますけれど
も、プライベートではなかなか新潟県の外まで出掛け
る機会は少ないです。
　このような新潟県の観光産業の構造について、県内
からの客に頼って食べていけている、県外からの客を
あまり呼ばなくても成り立っていけると考えるのでは
なく、県外からもっと呼んでくる余地があると考え、
ぜひそうした方向で取り組んでいただきたいと思いま
す。県内客の割合が高いとは言え、半分以上は県外か
ら、また海外からの客の消費が占めているわけです。
　これは、同様に宿泊客の人数の構成比率をみたもの
ですけれども、消費額以上に、新潟県に泊まる客に占
める県内からの客の割合が高いという傾向が分かりま
す。
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観光客による消費額の構成割合
○新潟県は、県内からの入り込み客（特に日帰り
客）による消費の占める割合が高い。
○石川県・長野県は、県外からの日本人宿泊客に
よる消費の占める割合が高い。
○いずれの県も外国人入り込み客による消費額の
占める割合が年々高まりつつある。
新潟県
石川県
長野県
○各県入込客の消費額（割合）の推移（５区分）
360,834
342,150
322,443 575,169
538,003
667,635
288,234
185,799
264,215
（単位：百万円）
501,235353,352
182,615
20.5%
23.9%
14.2%
13.4%
20.0%
24.2%
20.7%
18.7%
37.6%
37.1%
39.5%
40.9%
20.6%
13.6%
23.9%
25.0%
1.3%
1.2%
1.7%
1.9%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
H23
H24
H25
H26
■県内（宿泊）■県内（日帰り） ■県外（宿泊）■県外（日帰り） ■外国人
9.0%
7.2%
10.7%
9.0%
6.0%
9.4%
8.7%
11.6%
58.5%
61.2%
52.7%
46.3%
24.2%
19.1%
21.7%
26.9%
2.3%
3.1%
6.2%
6.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
H23
H24
H25
H26
17.5%
18.0%
14.0%
13.7%
5.0%
5.6%
11.5%
12.8%
51.0%
56.0%
52.4%
45.5%
24.1%
13.3%
14.5%
20.5%
2.4%
7.0%
7.7%
7.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
H23
H24
H25
H26
(+11.9%)
( - 5.8%)
( - 3.2%)
(+11.9%)
(+11.9%)
(+11.9%)
(+57.8%)
( - 8.3%)
( - 8.3%)
出典：観光庁「共通基準による観光入込客統計」
全国の合計値としては縮小に向かうのは避けられない
のでしょうが、個々の地域ごとに見れば、日本人の宿
泊旅行が伸びることも当然あるわけです。例えば、Ｎ
ＨＫの大河ドラマの舞台には人が押し寄せる。あるい
は北陸新幹線が開通して注目されると、沿線に人が押
し寄せる。現にそうしたことがあるわけで、日本人の
宿泊旅行の減少を食い止める、あるいは減り方を押さ
えることができれば、外国人を増やすのと同じ効果が
得られるわけです。 
日本人の宿泊旅行が縮小傾向で、一方で外国人が伸
びているからといって、外国人だけを
追いかければ良いわけではない、別の
方法もある、ということです。 
なお、これは宿泊旅行にかかる総額
の話です。宿泊施設に払う宿泊費だけ
の話ではありません。我が国全体の傾
向として「出張の経費をなるべく抑え
よう」という風潮があります。９千円
のホテルに泊まるのを止めて５千円の
ホテルに泊まるようにする。こうした
動きも、日本人の宿泊旅行による消費
額が縮小傾向にある要因の一つになっ
ているのは確かでしょう。しかしながら、私自身が出
張の際にどうしているのかと考えると、宿泊施設に支
払う費用を抑えても、結局のところ、それ以上の額を
周辺の飲食店に支払っているような気がします。その
ような場合、宿泊旅行による消費額の総額は変わらな
いはずです。安いホテルに泊まるようになった客を街
の中に引っ張り出すことができれば、ホテル業界の方
は少々困るかもしれませんけれども、観光産業全体と
しては困らないわけです。 
 あるいは、ビジネスで来た客に、今度はプライベー
トでもここに来てみようかなと思わせる。地域全体と
して、おもてなしをしっかりやって、また来ようと思
わせる。あるいは、どこそこが良かったという口コミ
を増やす。さらに、滞在時間の延長につながる体験プ
ログラムなどを用意する。そうした取り組みによって
国内宿泊客を減らさないようにする、ということは十
分に可能なことなのです。 
 これは宿泊者数の推移です。国内宿泊旅行の市場規
模そのものは縮小していると申し上げましたけれども、
宿泊客の人数を見ると、傾向は同じではありません。
市場規模の総額よりも宿泊者数の方が伸び率が高いと
いうことです。日本人の国内宿泊旅行の市場規模が縮
小しているということが、日本人が国内宿泊旅行に行
かなくなっていることを直ちに意味するわけではない
ということであり、諦める必要は全くないということ
です。 
 これはちょっと観点を変えまして、どこから来た客
なのか、また宿泊なのか日帰りなのか、といった旅行
の形態ごとに、各県内における旅行消費額の構成比率
を表したものです。青の部分が県内からの客で、それ
から赤の部分が県外からの客ですけれども、新潟県は
県内からの客による消費が占める割合が高い傾向にあ
ります。 
 これは新潟県が他の県と比較して広いだめだろうと
思います。私自身も仕事ではあちこち行きますけれど
も、プライベートではなかなか新潟県の外まで出掛け
る機会は少 いです。 
こ ような新潟県の観光産業の構造について、県内
からの客に頼っ 食べていけ る、県外からの客を
あまり呼ばなくても成り立っていけると考え のでは
なく、県外からもっと呼んでくる余地があると考え、
ぜひそうした方向で取り組んでいただきたいと思いま
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　それからこれは、月ごとの宿泊者数です。一番右側
が全国で、一番左側が新潟県です。季節波動が、つま
りピーク期とそうでない時期の差が大きいというもの
も、新潟県の特徴です。この差はなるべく小さくし、
波動を均すに越したことはありません。ピーク期には
臨時職員を雇ってしのぐ、という対応をしているのだ
ろうと思いますが、通年雇用であるのと、そうでない
のとでは、スキルの面や賃金、すなわち勤労意欲の面
でも差が生じます。なるべくなら通年雇用の人を増や
して運営したほうが、職場全体として従業員の意欲も
増し、そして提供できるサービス水準が高まるはずで
す。そのためには、なるべく季節波動を小さくする必
要があるわけです。
　これは外国人だけでみた月ごとの宿泊者数です。新
潟県では、宿泊客全体の季節波動と外国人だけの季節
波動とがずれており、冬に多くの外国人を呼べていま
す。これはスキー客によるものでして、県内のあらゆ
る地域がその恩恵を受けているわけではありませんけ
れども、宿泊客全体の季節波動を小さくする良い手段
となっています。宿泊客に占める外国人の比率は全国
と比べると低く、外国人の絶対的な人数がそう大きい
わけではないので、季節波動を小さくできている幅は
まだ小さいのですが、もっと力を入れるべき分野であ
ろうと思います。
　新潟県にとって、スキーは外国人を呼ぶための有力
なコンテンツとなっています。先ほど、日本に来る外
国人の国籍別の内訳をお示ししました。今日は資料を
持ってきませんでしたが、新潟県内に宿泊する外国人
の国籍別の内訳をみると、オーストラリア人の占める
割合が大きいという特徴があります。全国では２％
ちょっとですけれども、新潟県においては５％ありま
す。実際には５％ではなく、もっと高い割合を占めて
いると思います。国の統計は、全国共通の手法でデー
タを集める都合で、ペンションなど規模の小さい宿泊
施設に泊まる外国人の国籍を「国籍不明」と分類して
しまうきらいがあります。新潟県による調査ではそこ
のところをもっと丁寧にやっているのでしょうが、そ
れによればもっと大きな割合を占めています。仮に地
域ごとにみた国籍別の内訳が全国のものと同じであれ
ば、その地域は個性のない金太郎飴のような地域とい
うことになってしまいますが、新潟県はオーストラリ
ア人の割合が非常に高いということで、そこは県とし
ての個性を発揮できているのだと言えるわけです。
　ここから話が変わります。冒頭に、観光庁が中心と
なって毎年「アクション・プログラム」をつくってい
ると申し上げましたけれども、これが最新の「アクショ
ン・プログラム」の内容でございます。これは政府を
挙げて何をやるのかという観点から取りまとめており
ますので、１番にある「ビザ要件の緩和」とか、４番
にある「空港ゲートウェイ機能の強化」「ＣＩＱ体制
の強化」など、国にしかできない、あるいは国が自ら
行うべき話も含まれております。
　国が自ら実行する話と、頑張る方のお手伝いをする
話とが混じっておりますが、今日はなるべく、この
フォーラムの趣旨に合うよう、新潟県に関係の深そう
な部分、人材育成に関係する部分についてお話ししよ
うと思います。国としてはこう考えている、こういう
ことをやろうとしている、という話ですが、皆様のお
仕事や活動に参考にしていただければと思います。
　まずは「地方への誘客と新たな季節需要の創出」で
す。これはピークを均すということですね。地方への
誘客というのは、いわゆるゴールデンルートではなく
地方に外国人旅行客を呼ぼうということで、今日参加
の皆さんに対して改めてお話しする必要はないでしょ
う。新たな季節需要の創出というのは、オフピーク期
を埋めるようにしましょうという、さっき申し上げた
話です。
　それから「未来を担う若い世代の訪日促進」という
ことで、修学旅行などの誘致を進めてまいります。こ
れは、将来のリピーターづくりをやろうということで
す。学校の修学旅行などで初めて日本に来て、それが
新潟県であれば、その生徒にとって新潟県が日本のイ
メージそのものになり、将来も来てもらいやすくなる
だろうということであります。
　それから「欧米からの観光客の取り込み」です。左
側は国籍別に「何に期待して日本に来たのですか」と
いうアンケートをした結果です。日本の歴史や伝統文
化の体験を目的として来てくれているのは、アジアで
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はなく欧米です。日本の歴史や伝統文化を体験しよう
とする人は、大都市だけではなく、地方まで足を運び、
しっかり長い時間をかけて滞在してくれます。また日
本のことをしっかり理解していただいで、リピーター
にもなってもらいやすい。そうした理由で、この取り
組みにも力を入れているところです。
　それから「地方における消費税免税店の拡大」です。
外国人が国内でものを買って、その国に持って帰ると
いうことは輸出と同じですので、消費税を免税にする。
そういう仕組みがあります。
　かつては消耗品以外のものしかその仕組みを使えな
かったのですが、消耗品についても、例えば日本酒で
あるとか、化粧品とか、そういったものも５千円以上
であれば免税ということになりました。消費税は８％
ですので、決して無視できる金額ではなく、免税で買
える店があるのであればそっちで買おうと、普通の外
国人は思うわけです。免税店になるかどうか、免税店
の充実した地域にするかどうかは、いわば、外国人客
の奪い合いの問題です。
　免税店になるためには、手続のための人やスペース
を用意しなければなりません。どんな店でも簡単にで
きるという訳ではありません。大きな規模の店のほう
が有利です。例えばこの辺ではイオンさんとか、新潟
エリアではヨドバシカメラさんとか、ああいったとこ
ろは店舗も大きいですし、対応してもらいやすいです。
それはそれとして、できれば、規模は小さくても、もっ
と地域に根ざして商売をされている皆様にも、この制
度を活用していただきたいと思っております。
　小規模な店舗が単独で免税店になろうとすると、ス
ペースの確保や手続の問題がありますが、商店街がま
とまって共通の手続カウンターを一箇所用意すればよ
いという仕組みを導入しました。日本酒を買う外国人
に大都市の量販店に行ってもらうのではなく、ぜひ地
元に根ざしている店で買ってもらえるようにするため
に、活用を検討していただければと思います。
　免税品の対象を一般物品から消耗品に広げて以降、
全国各地で免税店の数が増えております。新潟県の場
合、元々の免税店の中に、いわゆる観光客向けの免税
店ではなくて、中古の自動車を海の向こうの国の方に
売るための店が含まれており、分母が水増し気味に
なっているのですけれども、それでも全国平均と同じ
くらいの増加率となっております。逆に言うと、他の
地域も同じくらい頑張っているということでありま
す。
　これは百貨店の事例ですけれども、免税品の売上が
どれくらい伸びているかを示したものです。一般物品
と消耗品とで分けておりますが、消耗品の売上だけで
はなく、元から免税であった一般物品の売上もつられ
て伸びていることが分かります。
　これらは、北陸信越運輸局の管内にある、特徴的と
思われる免税店です。大地の芸術祭の会場に隣接した
道の駅、スキー場に近いスポーツ用品店、クルーズ船
が入港する岸壁に出店する電気店などがあります。こ
れは、この近くの地場産業振興センターですが、まさ
にこのような、地場の物品をそこで売るような施設に、
この免税店という仕組みを活用して商売をやっていた
だければと考えています。
　また話が変わりまして「観光産業の活性化・生産性
向上に向けた人災育成」という最近の取り組みです。
観光経営学部の設立という今日のフォーラムの趣旨に
も合う話です。
　この資料の一番下の「総理スピーチ」のところに書
いてあるとおりですけれども、労働力人口が減ってい
くなかで、観光客の受入を増やし、サービス水準を引
き上げ、産業としての発展を目指そうとすると、当然
のことながら生産性を上げていかなければならない、
ということです。現場で働く従業員という意味でもそ
うですし、経営者についても同じであります。
　外国人観光客が増えている地域は、観光客が減り続
けている地方よりは恵まれているはずですけれども、
そのような地域の宿泊施設は全て順調かというと、そ
うではない。残念ながら、そのような地域においても、
個々の施設ごとにみていくと、閉店してしまっている
ところもある、という現実があります。施設も古くなっ
た、自分も歳をとったから、という理由で。個人とし
てみれば合理的な選択なのかもしれませんけれども、
地域全体として、あるいは国全体として観光産業を盛
んにしようとしているという観点からは、合理的とは
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言えません。
　このため、特に宿泊施設の生産性向上に取り組もう
ということで、国としても日本旅館協会とともに、モ
デル事業をやって、業界全体に展開させていこうと考
えています。また教育カリキュラムの確立にも取り組
んでおります。
　これらは生産性向上のための具体的な取り組みの内
容の例ですが、文字にするといずれも当たり前のこと
です。一つ一つの説明はいたしませんけれども、工夫
すれば売り上げが増えるし、賃金も上がる。賃金を上
げられれば、職員もやる気が出て、提供するサービス
水準も上がって、好循環の流れができるということで
す。
　新潟県では、旅館ホテル組合が非常に元気で、「地
酒プロジェクト」とか「朝ごはんプロジェクト」とか、
地域を挙げた先進的な取り組みをされてまして、昨年
に観光庁長官表彰を受けられました。新潟県はそうし
た新しいことをどんどん打ち出していこうとする土壌
がある地域でございますので、ぜひ、もっと発展して
いただければと思っています。
　それから次に「日本版ＤＭＯの形成・確立」です。
これは個々の宿泊施設をどうこうしようという話では
なく、もっと大きい、観光地全体の経営を考える組織
と人材が必要だ。国としてそういう問題意識を持って
いる、ということであります。
　先ほどお話ししましたとおり、観光産業というのは
非常に裾野の広い産業ですから、宿泊施設だけとか、
土産物店だけとか、あるいは観光施設だけではなく、
農林魚業も含めた、非常に広範な分野の関係者を束ね
て合意形成をやって、地域全体として観光産業を引き
上げていく。そのためにデータの収集と分析をしっか
りやることも必要になる。こうした観光地経営に専従
する人が必要である、ということです。「民間的手法
の導入が不十分」というところは、私のような国の人
間が言うのはどうなのかという気もしますが。
　観光振興に頑張っている地域というのは、例えば旅
館の人が頑張っているとか、バス会社が頑張っている
とか、観光に関係の深い何らかの本業を抱えた方が活
動範囲を広げて地域の観光の核になっているという
ケースが多いです。それに留まらず、観光地全体のあ
り方を考え、あたかも観光地全体の経営を本業とする
ような、そのような人や組織が必要だ、ということで
す。
　この資料の下半分に若干の具体例を載せてありま
す。本来であれば、こういう話は、非常にうまくいっ
ている地域について説明し、新潟県内の地域において
足りないところはこの点だ、といった話し方をするべ
きなのかも知れません。しかし非常にうまくいってい
る地域を例示できる状況ではまだないため、これにつ
いてもモデル事業を実施し、全国の各地でＤＭＯが設
立されていくようにしたいと考えております。
　次に「宿泊施設・貸切バスの供給確保」であります。
東京などの大都市では新しい施設を整備するという話
にもなりますが、地方においては、まずは既にある施
設をもっと有効に使っていこうという話が先になると
思います。
　私ども北陸信越運輸局の管内では、外国人観光客を
最もたくさん呼び込んでいるのは立山黒部アルペン
ルートです。しかも、４月～５月の雪の大谷の時期に、
極端に集中して押し寄せてきます。この時期に、外国
人に対応する宿泊施設と貸切バスが足りなくなるので
す。
　貸切バスについては、この資料の下半分に細かい話
を載せておりますが、営業区域についての国の規制を
少し緩めて、余力がある地域のバス会社が不足してい
る地域をカバーできるようにしております。
　宿泊施設については、観光客に広域に分散して泊
まっていただいております。アルペンルートを訪れる
のは、特に台湾からの観光客が多いのですが、富山・
立山や大町・長野からかなり離れた地域まで広げて、
各地の宿泊施設を台湾の旅行会社に紹介して、何とか
宿泊施設を確保していただきました。これは、外国人
観光客の経済効果をより広範囲に及ぼすための取り組
みである、と言うこともできます。
　次に「通訳案内士制度の見直し」です。この制度に
ついては、必要な人数を確保できる仕組みになってい
ないなどの課題が指摘されるようになって久しいとこ
ろです。これについても、地域ガイドの導入とか、資
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格の付与の見直しとか、そうした改善をやろうとして
いるところです。
　以上、国としてどういう問題意識を持っているのか、
何をやろうとしているのか、非常に駆け足でお話しさ
せていただきました。
　時間も押し迫ってまいりましたけれども、せっかく
の機会でありますので、現在の仕事を通じて、また新
潟に赴任している一人の転勤族として、感じているこ
とをお話しさせていただきます。
　新潟県の皆様には申し訳ないのですが、私ども北陸
信越運輸局の管内における外国人観光客向けの最大の
キラーコンテンツは、先ほど申しましたとおり雪の大
谷であります。では雪の大谷にやって来た外国人の皆
様がそこで何をやっているのかというと、雪の壁に楽
しそうに落書きをしているんですね。
　ここは標高2,450メートルで、ケーブルカーやバス
を乗り継がなければ行けないところなのですが、雪の
壁に落書きをするだけであれば、何もここまで行かな
くても同じ楽しみを体験できる場所はほかにもあるの
ではないかと思うわけです。
　長岡にある県立歴史博物館に行くと、雪が積もった
雁木通りの模型があります。そこが博物館の人気ス
ポットだと紹介されています。あの模型を歩く体験を
喜ぶ人が多いという事実は、少なくとも博物館を造っ
た人はよく認識しているはずだと思うのです。
　新潟県内に普通に存在する雪というものを、もう少
しうまく使う方法はないのか。落書きをするだけのた
めに、わざわざ立山まで登らせなくても、我々の身の
まわりの雪をもう少し活用できないのかというのが、
私が仕事をしていて思うことであります。これは極端
な例かも知れませんが、青森県には吹雪体験ツアーと
いうものもあります。
　もちろん、立山まで来ていただいていることに文句
を言うわけにはいきません。雪の大谷には、雪が降ら
ない時期に、極端に寒いわけでもない環境で雪を楽し
めるという魅力もあります。新潟でも、もちろん普通
に人が暮らしているところに雪をどんと置いておくわ
けにはいかないでしょう。しかしながら、もう少し何
とかならないものか、と思います。
　もう一枚、産業観光などについても資料を用意しま
したが、特にこの地域では既に取り組んでいただいて
おりますし、省略させていただきます。
　非常に雑駁な話で恐縮でございました。観光の人材
育成の第一歩は、自分が住んでいる地域、活動してい
る地域への誇りを持っていただくようにすることであ
る、と改めて申し上げまして、私の話を終わらせてい
ただきます。ご清聴ありがとうございました。
（瀬井氏記念講演終了）
司会　
　瀬井様、ありがとうございました。続きまして基調
報告に移らせていただきます。
　「新潟が観光で輝き続けるために－観光の課題と人
財づくり－」と題しまして、ＪＴＢ総合研究所執行役
員、企画調査部長の波潟郁代様よりご講演いただきま
す。
　波潟様は1988年に現株式会社ＪＴＢであります、日
本交通公社に入社され、2008年４月に当時旅行業界に
おいて最年少かつ初となる女性広報室長としてＪＴＢ
グループ本社の広報室長に就任されました。
　2012年に設立した旅行会社初のシンクタンクである
ＪＴＢ総合研究所には、準備段階から携わってこられ、
現在は当研究所の執行役員企画調査部長として活躍さ
れています。新潟県の県央地域のご出身というご縁も
あり、本日は新潟の観光についてご報告いただきます。
それでは、波潟様、よろしくお願い致します。
基調報告
「新潟が観光で輝き続けるために
－観光の課題と人材づくり－」
ＪＴＢ総合研究所　執行役員　企画調査部長　
波潟　郁代　氏
　
　皆さん、こんにちは。ＪＴＢ総合研究所の波潟と申
します。
　実家が三条市内にあり、頻繁に帰省しています。本
日こちらに来るにあたりまして、前々から湯沢の温泉
に行く予定があり、一昨日の晩は湯沢で地域の観光活
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性化に関わる方々と懇親を深める機会を持ち、そして
昨晩は大学時代の友人が新潟市内に新居を建てたとい
うので一泊してまいりました。今朝は友人宅の近くの
古町の下のほう、湊町界隈を散歩しました。友人は特
別なものは何もないと言うのですが、よくよく見ると
湊町の街並みは、古い商家や住宅、雁木が残り、かつ
ては港で栄えていたという面影のある場所でした。そ
こから信濃川河畔の歴史博物館のみなとぴあまで冷た
い風を感じながら歩きましたが、新潟の街の新旧を感
じられる楽しいお散歩タイムとなりました。
　
　さて、私が現在勤務しておりますＪＴＢ総合研究所
は、2012年６月、ちょうどＪＴＢが創立100周年を迎
えたときの記念事業でスタートした、日本の旅行会社
の中で初めてのシンクタンクです。
　2012年はちょうど東日本大震災から１年たち、まだ
東京オリンピック・パラリンピックの開催も決定して
いない時期でした。現在、観光は地方創生という言葉
のもと、これまでになく注目を浴び、追い風が吹いて
いますが、当時はまだそんなに観光は期待されていま
せんでした。そのような中、これから観光は、絶対に
国や地域の活性化を支える重要な産業になるという確
信のもと、ＪＴＢ総合研究所はスタートしたのです。
　ＪＴＢは今から103年前、1912年の創立ですが、そ
のきっかけは日露戦争でした。日本がロシアのバル
チック艦隊を破ったにもかかわらず、賠償金を得るこ
とができなかったことに対し、わが国はまだまだ極東
のちっぽけな国としか見られていない、ならば外国人
に今の日本の繁栄の姿を実際に見ていただくことが大
切だという趣旨で、当時の鉄道院の中に、ジャパン・
ツーリスト・ビューローという訪日外国人旅行客を迎
えるための組織として設立されました。
　当時は日本橋に事務所があり、まだ珍しい英語の看
板が掲げられていました。また海外の事務所も次々と
設置され、当時の方がグローバル化は進んでいたとい
えるかもしれません。
　1935年（昭和10年）前後は、日本の外貨獲得の項目
を順に並べると、訪日外客消費が４番目で、訪日観光
は非常に大切な産業という位置づけでした。ちなみに
上位には生糸や絹製品が並びます。その後日本は第二
次世界大戦から戦後復興を経て、重厚長大産業が大き
く成長し、経済大国となっていきました。その歴史の
流れの中で、観光は長らく日本人の余暇、レジャー、
文化にしか過ぎないという時期が続きましたが、現在
は、旅行収支は黒字が続き、2015年には訪日外国人消
費額は3.5兆円までになり、観光産業として認められ
てきました。経済活性化や地域活性化を、観光をフッ
クに進めるという考え方が理解されてきたのです。
　　
　ＪＴＢ総合研究所の事業として発表している２つの
調査研究について紹介させていただきます。
　１つは、ＪＴＢが40年以上続けて発表しています「旅
行動向」です。年末年始、ゴールデン・ウイーク、夏
休み、通年と年に４回、日本人の海外旅行者数や国内
旅行者数の予測および消費額、訪日外国人旅行者数の
予測を出しています。12月16日には2016年の１年間の
旅行動向を発表する予定です。
　旅行動向については、長い間、日本人の旅行消費ば
かりに関心が集まっていましたが、最近はインバウン
ドの方に注目が集まるようになりました。訪日外国人
旅行者の日本での消費額の高さから、旅行関係以外の
方々にも事業に関わる案件として大変重要になってき
ています。この年間の予測については、日本政府観光
局や他のシンクタンクも発表していません。長い間
培った様々な指標から算出しています。
　もう１つは、もう少し長い目でみた生活者のライフ
スタイルや消費についての調査研究です。対象は日本
人だけではありません。最近は、近年急増した訪日タ
イ人についての旅行とライフスタイルについて調査研
究を行いました。私たちがこのような価値観やライフ
スタイルについての調査研究を行う背景には、多様な
世界観、価値観が生まれている中、旅行や観光も数あ
る消費の中の一アイテムにしか過ぎず、どうやって旅
行に行ってもらうか、自分の地域にきてもらうかを、
もっと広い視点で見つめることが必要だからというこ
とがあります。
　最近はビッグデータや国などが公表しているオープ
ンデータの有効活用が話題になっていますが、これだ
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けでは大きな数字の動きに目がいってしまいがちで
す。過去から現在の傾向を把握しながら、これからの
変化の兆しをとらえるために、独自の意識調査や価値
観の調査なども連動した研究をしています。何を購入
しようか、どこに旅行に行こうかを決めるのは人間で
すが、人の心は生まれもった価値観や社会環境で大き
く変わります。将来大きく育ちそうな小さな変化の芽
をどう見つけ出し、どう予測することで、社会の課題
解決や戦略を導き出すことが可能になってくると考え
ています。
　
　続いて今年2015年の旅行者の動きについてです。訪
日外国人旅行者数に関しては、前年より約600万増加
し、ほぼ2000万人になりました。国、地域別の旅行者
数は、韓国、台湾を抜き、中国が499万人と初めて１
位になります。この中国人観光客の急増した背景には、
日本人気の高まりもありますが、韓国でＭＥＲＳが発
生したことや、中国大陸から台湾への渡航者が急増す
る中、台湾が団体旅行をセーブし個人旅行化にシフト
したことにより、日本行きを選択する中国人旅行者が
増えたことがあげられます。このような特殊要素も踏
まえながら、現在2016年の訪日外国人旅行者の動向を
予測しています。ホーム－ページを是非ご覧いただき
たいと思います。
　ところで、観光活性化にインバウンドの話はなくて
はならないものになりましたが、日本人の国内旅行も
忘れてはいけません。少子高齢化といっても市場の大
半は日本人旅行者です。2015年の国内旅行は前年の消
費税導入後から続いていた旅行消費の低迷から脱却
し、比較的堅調に推移したと言われています。国内旅
行をけん引した大きな話題の１つに北陸新幹線があり
ます。新潟に関しては、首都圏と北陸が新幹線でつな
がったことにより、少なからず影響を受けるのではと
懸念されていましたが、実際はどういう状況なので
しょうか。ここで新潟県の延べ宿泊者数の推移につい
て、観光庁のデータから四半期単位で拾ってグラフに
してみました。
　新潟県の延べ宿泊者数は、2012年から2013年、2014
年と連続して低下し続けていました。2015年に入って
からは、まだデータは第３四半期までしか出ていませ
んが、日本人の新潟県内での延べ宿泊者数は前年より
増加し続けています。さらにその比率は全国平均より
も高い水準で推移しています。ただし、現段階では北
陸新幹線の新潟への影響の有無は短絡的に言えない状
況と考えます。
　新潟県の宿泊者は、他県に比べて県内居住者の割合
がもともと高く、いわゆる内需比率の高い県といえま
す。ところが、過去４年間のデータを見ると、2014年
まで県内の宿泊者が減り続ける中で、とりわけ県内居
住の宿泊者の減少が大きいことに気付きます。地方は
首都圏などの都市部に比べて人口減少が進み、また経
済環境からマーケットが縮小し、消費は伸び悩み傾向
にあります。その結果、新潟の観光活性化を図るため
には県外の観光客をもっと新潟県に呼び込む努力が必
要です。県内の観光客と県外の観光客とではニーズも
行動パターンも違ってきます。これまで観光に携わる
人も、これから関わる人も、今までとは違う着眼点で、
外部の目を意識し、新潟の観光資源を磨き、アピール
することが必要になります。
　前述のとおり、2015年に入ってから、国内旅行は比
較的堅調に推移していました。その一方で日本人海外
旅行者数は低迷しています。人々が国内旅行に行きた
くなる理由にはどういったことがあるのか、生活者の
国内旅行に対する考え方について当社で調査を実施し
ました。
　国内旅行に行きたいと思う理由で最も多かったのは
「泊まってみたい宿泊施設が増えたから」で、「乗って
みたいと思う観光列車や新幹線が増えた」が次に続き
ました。
　宿泊施設については近年東京都心の再開発により話
題となる高級ホテルの開業が続いています。また大浴
場付など快適に滞在できるビジネスホテルも全国的に
増えています。ホテルや旅館以外にも多様な宿泊施設
が話題になっています。例えば都心のカプセルホテル
やゲストハウス。快適な滞在はもちろんのこと、バー
が設置されるなどお洒落で楽しい感覚のものができて
います。
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　また古い町並みや農村部には町屋や古民家がありま
す。そこに泊まるとその土地の生活者のような体験、
昔懐かしい体験を楽しめます。ただし古いままだけで
はなく、水回りや居間の一部、ベッドルームは快適に
過ごせるように最新スタイルに改築されているものも
あります。兵庫県の篠山市街から車で20分くらいの集
落丸山にある古民家はたたずまいは昔ながらですが、
水まわりやリビングなどはモダンな一面もあり、都市
部から多くの宿泊者が訪れます。その他蔵元などの歴
史的建造物を改築した宿泊施設など、その土地折々の
宿泊施設も増えてきました。
　観光列車や新幹線についてはどうでしょうか。新潟
にも越乃Shu＊Kuraという観光列車が運行されていま
すが、JR九州を筆頭に、第三セクターも魅力的な観
光列車の運行が増えています。北陸新幹線も首都圏と
つながり多くの観光客が利用しています。鉄道もただ
の手段ではなくなり、一部のマニアのものだけでもな
くなり、それ自体が旅の目的になっているということ
が言えそうです。
　この国内旅行の考え方に関する調査では、「泊まっ
てみたい宿泊施設が増えた」「LCC（低コスト航空会社）
や高速バスなど手ごろな交通手段が増えた」というこ
とが、特に20代の国内旅行に行きたくなる気持ちを後
押ししている結果となりました。20代は旅行をしない
と言われていますが、関心がないわけではなく、価格
と内容にあう宿泊施設や交通手段の選択肢の広がり次
第で関心は高くなるといえそうです。
　日本国内の観光に対する関心は従来なかったくらい
高まっていると言うことができます。それだけに自分
の地域に観光客に来てもらうために、近隣の自治体同
士、あるいは似たイメージを持つ自治体同士の競争も
激化しています。観光は追い風ですが、すべてにとっ
て平等ではありません。厚生労働省の調べでは、全国
のホテル数は2014年度末で前年から70施設増えていま
すが、旅館は１千400施設減少しています。新潟県も
ホテル数は2014年度末で増加していますが、旅館はや
や減少しています。勝ち組負け組と明暗があることも
確かです。
　一方、世界に目を向けると自分の国に観光に来てほ
しいという国際間での競争が激化しています。アジア
らしい歴史文化に触れられる国として中国やタイが欧
米人の人気を集めていましたが、私たちとしては魅力
的な日本に来てほしいと思うのは当然のことです。で
は日本は世界における観光分野における実力はどの程
度なのでしょうか。
　観光競争力の指標のうち、ダボス会議で知られてい
る 世 界 経 済 フ ォ ー ラ ム（WEF：World Economic 
Forum）の指標について紹介します。WEFは２年に
１度、世界の観光分野における国際競争力を発表して
います。2015年では、日本は９位となっています。こ
の結果と観光客数とは必ずしも連動しているわけでは
ありませんが、観光客を受け入れるための環境整備の
度合い、観光関連を含め、新しいビジネスを日本で展
開するための障壁の高さなどを評価しています。わず
か数年前までは日本は30位以下でしたが、年々観光産
業に対する優先度が高まり、インターネット環境の整
備が進み、ついにトップ10に入ることができました。
　WEFで評価された日本の強みの一つに、文化的資
源というものがあります。古都、社寺などの文化遺産
に加え、スポーツスタジアムの数も多い方です。世界
的なスポーツ大会の開催は、スポーツツーリズムの観
点からも多くの人々になり、旅の動機づけになり、非
常にポテンシャルの高い分野です。また日本には無形
文化遺産の登録数が多く、中国に続いて世界で2番目
になります。無形文化遺産に和食や和紙が最近登録さ
れて話題になりました。いくつかの地域には神楽とい
う伝統文化が登録されています。無形文化遺産という
のは地域に代々伝わるいわゆる地域に根差す生活伝統
文化。人々が守り継いで行く大切な資源です。
　日本の評価が低かった点は、一言でいうと、観光客
へのサービスインフラに関する環境整備というところ
でしょうか。顧客に対する接遇は世界のトップではあ
りますが、例えば、商用で日本に来た人に対して、プ
ラスαで観光を楽しんでもらう仕組ができているかと
いう点では改善の余地があります。ビジネスマン、特
にビジネスリーダーは波及力があります。彼らに日本
の観光の面白さを少しでも知ってもらうことで、次回
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プライベートで家族と来る、あるいは他の人への推奨
につながります。また、国際会議などでは海外からの
参加者は配偶者を同伴する場合があります。海外で開
催される国際会議では、参加者への対応だけではなく、
会議の間、家族に近隣観光を楽しんでもらうなど、プ
ログラムが充実しています。このように、旅行者の目
的はもちろんのこと、習慣や行動を理解し、配慮する
という点はビジネスチャンスを広げる意味でも重要に
なってきます。また、徐々に改善はされてきましたが、
海外発行のクレジットカードがATMで使用できない
ということもサービスインフラの課題といえるでしょ
う。
　次に世界の経済における観光産業の位置づけはどう
いうものが、考えてみましょう。
　世界の観光産業のＧＤＰは、直接・間接効果を含め
て、7兆6千億米ドル、世界全体の9.8％を占めています。
雇用効果については2億7700万人、世界全体の9.4％を
占めている雇用創出産業です。ちなみに金融サービス
のGDPは直接・間接効果を含めて14兆米ドル以上で
すが、雇用効果については観光産業とほぼ同数です。
言い換えると観光は金融サービスに比べると生産効率
が高いとは言えない産業と言えます。もちろんこれは
日本国内でも言えることです。観光産業を発展させる
には、生産効率を高め、フルタイムの職業として成立
できるようにする必要があると思います。
　ところで、私たち民間企業は常に競争というものを
意識せざるを得ません。私たちには同業他社、新規参
入の異業種や新業態とのマーケット競争があり、また
時には一緒に何かする連携への対応を求められます。
ICT（Information and Communication Technology　
情報通信技術）を活用した旅行・観光関連のベンチャー
企業も多く存在します。ベンチャーで始まり、わずか
な期間であっという間に売上高も資産価値も世界有数
のグローバル企業に成長した企業も誕生しました。最
初の一歩は目立たず小さなものでも、起業家たちは最
初からグローバルを見据えているという話をよく聞き
ます。彼らの発想を考えると、観光分野への新たな参
入者たちは、こんなことがあったらいいなと純粋に
マーケットに正対していると思います。さらに、もし
かしたら観光もビジネスのための一分野としか考えて
いないかもしれません。それは悪いことではなく、そ
のような起業家はむしろ視野を広く持ち、観光以外の
様々なことに対する情報感度が高く、個々の豊富な情
報をつなぎ合わせて新しいアイデアを創出するという
ことに長けているのではないかと思います。目標が大
きければ達成に向けたグランドデザインを多様な情報
をもとにつくります。旅行・観光に長く従事している
人々、これから観光人材を目指す人も、これからはこ
ういった思考プロセスを持つということが必要と思わ
れます。
　観光活性化には、その地域に人を呼び込むための魅
力の鍵となる観光資源を再検証し、磨き、ブランド・
商品化し、情報発信が必要になると同時に、観光地の
経営も必要になります。観光地経営とは、公益財団法
人日本交通公社は「その持続的な発展を目的として、
一定の方針（ビジョン）に基づいて、観光地を構成す
る様々な経営資源と推進主体をマネジメントするため
の一連の組織的活動経営」と定義されています。同財
団の「観光地経営の視点と実践」によるとマネジメン
トとして以下の８つの視点が必要とされています①状
況把握　②戦略策定　③市場創出　④滞在促進　⑤保
存活用　⑥組織人材　⑦ブランド形成　⑧財源確保
　最近は「日本版ＤＭＯ（Destination Management 
Organization）」という言葉をよく聞きます。日本版
ＤＭＯは、「観光地経営」の視点に立った観光地域づ
くりの舵取り役で、多様な関係者と協同しながら、戦
略策定や調整機能を備えた法人組織を指し、観光地域
マーケティング・マネジメントの役割を担っています。
　海外では民の力を主体に既にこういう組織が活躍し
ており、パリやバルセロナなどにおける成功事例も現
れています。
　
　最後に、これから価値観、社会活動、消費行動にお
いて新しい潮流となると世界的に注目されているミレ
ニアル世代について触れたいと思います。
　ミレニアル世代とは、2000年を目前に生まれた現在
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20～30代前半の世代のことで、デジタル社会に適応し
て成長した世代です。日本ではまだ聞きなれない言葉
ですが、既にダボス会議のテーマとなったり、欧米の
シンクタンクが調査レポートを発表したりしていま
す。世界的に見ると人口ボリュームも大きく、全世界
では2010年時点で29才以下の総人口に占める割合は
52.4％。少子高齢化の進む日本ではわずか27.9％です。
　法務省のデータを読み解くと、中国や東南アジアか
らの旅行者は20代、30代の若い世代が多いことに気付
きます。少子高齢化が進む日本では、シニア層に旅行
を含む様々な消費のけん引者としての期待がかかりま
すが、近年増加しているアジアの新興国からの訪日外
国人旅行者は若者が中心ということを忘れてはなりま
せん。アジアの新興国ではミレニアル世代が経済発展
の恩恵を他の世代よりも多く受けています。彼らに
とっては将来の成功に導くためにはテクノロジーは最
も学ぶべき分野であり、教育水準も上がり、平均所得
も高くなっている傾向にあります。
　この世代の世界的な共通点として、①リベラルで自
由な発想を持つ②保有することに執着しない（シェア
リングエコノミーの考え方にマッチ）③社会貢献意識
が強い（幼い頃から環境問題が身近）④ミレニアル世
代自身が持つメディアとしての発信力の高さ（SNSの
活用）があげられます。
　ミレニアル世代は上の世代に比べて、SNSの影響を
受ける世代と言われており、それは消費行動にも該当
します。当研究所でも日本人を対象に、ミレニアル世
代に関する調査研究を実施しましたが、SNSの影響と
して、「投稿を見て行きたいところに行った」、「ＳＮ
Ｓを見ていいと思ったものを購入した」と答えた割合
がほかの世代より高い結果となっていました。
　この結果を象徴する具体的な事例の１つとして考え
られるのが東京巣鴨の商店街ではないでしょうか。巣
鴨はおばあちゃんの街でにぎわっていますが、現在は
若者にもその人気が広がっています。シニア世代が支
持する店は信頼できると菓子店巡りや、2016年の申年
にちなみパワーをもらえる赤い下着を買い求めに来る
人も多いとか。渋谷のような繁華街と違いすんなり入
れるゆるさも魅力なのか、若者がSNSの情報をもとに
巣鴨を訪れ、さらにSNSで魅力が広がりメディアで話
題になるという好循環が生まれています。
　このように、発信力と波及力があるのがミレニアル
世代の特徴といえ、まさにミレニアル世代自身がメ
ディア媒体であるといえるでしょう。SNSを活用した
ミレニアル世代の行動がほかの世代にも波及し、企業
と顧客の関係性も変わりつつあります。つまり、企業
は企業の一方的な発信だけではなく、顧客側が商品や
ブランドの発信をするよう促進し、双方向性にするこ
とで、ブランド価値を高めあう関係がつくられるので
す。
　また、ミレニアル世代は、地域の人との交流という
観点でも、シニア世代を始めとする他の世代とは違う
特徴が見られます。当社で世代別に「地域でどのよう
な交流を望むか」という調査をしたところ、シニア世
代は、「地域の歴史や文化について深く知りたい」は
高い結果となりましたが、「地域の活動に参加するな
ど積極的に交流したい」は6.7％しかありませんでし
た。シニア層は地元の人から教えてほしいという気持
ちはあるけれど、あまり深い関わりは望んでいないか
もしれません。その一方、20代は上の世代より、「地
域の産業について知りたい」「地域の活動に参加する
など積極的な交流をしたい」が高い結果となりました。
観光庁の調査では、満足度よりその地域への思い入れ
の度合いが再訪意向に影響するという結果もありま
す。シニア層のように物見遊山で観光していただき、
満足して帰ってもらうことも大切ですが、思い入れを
もって何度も足を運んでもらえるよう、波及力の高い
ミレニアル世代を巻き込むことも必要と思われます。
　余談ですが、都内の大学生と地域活性化の演習授業
の一環で佐渡に行く機会がありました。レンタカーは
使用せず、公共交通機関でしか移動できなかったので
すが、名所見学だけではなく、ヒッチハイクや、地元
の町内会に参加してカレーを食べ、農水産業に関わる
人にインタビューするなどした結果、ユニークかつ的
を射た提案が数多く出てきました。こういうミレニア
ル世代の行動からこそ、新しいアイデアが生まれてく
るのかもしれません。こういう力で新潟をぜひ活性化
させていただければと思います。
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　まとめになりますが、今後ツーリズム産業に求めら
れる人材とは、観光まちづくりを広範なネットワーク
で展開できるということ、ビジネスとして地域交流と、
グローバルの事業をきちんとつなげることができると
いうことではないかと考えられます。
　そしてデジタルシフトです。ＩＣＴの活用というも
のを基本的に使って、それに応じた戦略ができること。
観光は人との交流なので、機械ではできること、でき
ないことを見極め、機械でできない分野で極めて人間
的な情報力やホスピタリティを発揮することが必要。
　“Think Globally, Act Locally”という言葉がありま
す。考え方は世界的に、行動はちゃんと足下を見てと
いうことですが、逆に“Think Locally, Act Globally”
にという考え方も劣らず大切ではないかと思います。
　そしてマーケティング力。やはり選ぶのは旅行者な
ので、選ばれることを考えると、マーケティングと情
報の目利きというのが大切です。これらを持ち合わせ
た人材をつなぎ合わせて、戦略的に観光人材を育成し
たらよいと思います。新潟は可能性がある場所です。
　私からは以上です。ご清聴、どうもありがとうござ
いました。
（波潟氏基調報告終了）
司会　
　波潟様、ありがとうございました。
（休憩）
パネルディスカッション
パネリスト　　　　　　　　　
小畑　博正氏　　　　　
滝沢　憲一氏　　　　　
ブレンディ・バロリ氏　
波潟　郁代氏　　　　　
司会　イワン・ツェリッシェフ
イワン・ツェリッシェフ
　みなさんこんにちは。パネルディスカッションに入
らせていただきます。
　訪日観光客数が予想以上のペースで伸びています。
入国する海外旅行者数では、日本は世界の21位、アジ
アの７位を占めていますが、その伸び率は事実上、世
界一になっています。伸び率が一番高くなっているこ
とは当然、うれしいですね。
　しかし当面、インバウンド観光はゴールデンルート
中心の形になっています。首都圏、大阪、京都、奈良、
名古屋、富士山などに集中しています。
　2007年から2011年までの外国人の宿泊数の伸び率で
見ると、日本全国は２倍、首都圏は２倍、大阪府は2.5
倍、京都府は3.5倍になったのに対して、新潟県は
33％しか伸びていません。
　それでは、最初の問題提起をさせていただきます。
地方観光の時代が来るかでしょうか。観光地としての
地方の地位が目に見えるほど高まってくる時代。それ
ともゴールデンルート中心というかたちが維持されて
いくのでしょうか。小畑さん、いかがですか。
小畑
　日本旅行の小畑でございます。プロフィールに私の
経歴が書かれていますが、自己紹介を少しした上で、
今のご質問に対して答えさせていただきます。
　今日は大阪からまいりました。住んでいるのは神戸
で、生粋の関西人です。新潟県でお話をさせていただ
くと、本当にアウェー感満載でございます。関西人特
有のしゃべり方に、クエスチョンマークの方々が結構
いらっしゃいますが、今日は非常に温かい目で見てい
ただいていますので、安心してお話を進めたいと思い
ます。
　関西、特に大阪ですけれども、むちゃくちゃ外国人
の方が多いです。特に中心の道頓堀という典型的な大
阪の商業地区では、夜、23時を過ぎて歩いているのは
ほとんど訪日外国人の方です。有名なドン・キホーテ
という店は、24時にピークを迎えます。行ってみると
びっくりするくらい外国人の方が来ています。それぐ
らい大阪は、東京も当然ですけど、賑わっています。
　ちょっと真面目な話をしますと、観光というのは文
化との接触であります。文化というのは、日々の、そ
この地域の方々の営みであります。それの接触。すな
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わち、観光客がやってきて、その方々とのコミュニケー
ションの過程が観光である。この原則が、これは有名
な社会学者の言説ですけれども、それがある以上、都
会であっても、地方であっても、観光は成立すると思
います。
　「グローカル」という言葉があります。視野は地球、
草の根の視点、この二つを合わせたのがグローカルで
す。そして文化の接触がある以上、地方でも観光の時
代が必ずやってくる。そういう取り組みをすることが、
一番重要であると思いますので、間違った方向の取り
組みをしなければ、特に大きな観光資源がなくても大
丈夫だと思っています。以上です。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。波潟さん、いかがでしょう
か。
　
波潟
　今実際に、日本に訪れている外国人旅行者ですが、
何回も来る方は、地方に行く頻度も多くなっています。
観光庁の外国人消費動向調査の中のトピックスとし
て、「外国人観光客の地方訪問状況」に東京・大阪の
２大都市と、それ以外のところへと、どのような訪ね
方をしているのかというレポートが記載されていま
す。
　２大都市というのは、東京、大阪のことですが、こ
の２大都市しか訪問しないか、あるいはこの２大都市
間にあるゴールデンルートに含まれる地域への訪問が
主流です。新潟は東京とセットになる訪問が多数を占
めます。その一方で長野とか富山などでは２大都市に
立ち寄らない観光も成立しています。観光客の関心も
多種多様です。今はSNSなどの普及もあり、観光名所
や風光明媚な自然以外の地域に根ざした生活文化も観
光資源になっていますので、地元の魅力を再発見し、
磨きをかけ、適切にアピールすれば、いずれ新潟が主
たる目的の旅行も増えてくると確信しています。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　そうしますと、新潟県は、他県や他の地方と競争し
なければならなくなりますね。波潟さんの基調報告に
も地域間の競争の話がございましたが、全体としてそ
の認識はまだ足りない気がしますね。
　今後、海外観光客の日本旅行は「大都市プラスアル
ファ」のかたちをとっても、特定の地方を中心として
も、新潟県としては、ほかの県や地方と競争して、ほ
かの県がオファーできないことを観光客にオファーす
ることが非常に大事だと思います。言い換えれば、差
別化戦略が必要です。
　そこで新潟県のセールスポイントになり得るものを
整理していただきたいと思います。観光地としての新
潟県がセールスポイントとすることができるものは何
なのでしょうか。バロリさん、いかがですか。
ブレンディ・バロリ
　短めに自己紹介をさせていただきます。私は2000年
10月に日本政府国費留学生として来日し、2004年３月
まで山形市に住んでいました。2004年４月から新潟大
学大学院現代社会文化研究科博士後期課程に入学し、
いろいろな県や国の仕事に関わりました。分野は最初
はまったく観光と違い、国際経済でした。新潟に来た
ことがきっかけで、観光業に関わって、今は国際観光
となりました。また、2008年から２年間は休学し山形
大学の米沢にある国際事業化研究センターに勤めてい
て、そこと関係して、自分も観光研究者ということで
いろいろ調査も進めました。
　瀬井さんの資料に、観光で国を開き、外国の人々に
日本文化や日本人の本質を触れさせると、大都市では
できない体験が地方でできるとありました。それは
セールスポイントではないかと、私は個人的に思って
います。
　外国人の観光客をどれだけ呼び込むかという施策が
いろいろ出ていますが、今のところ数字によると新潟
でも結構うまくいっていると思いますが、やはりすこ
しばらばらだと思います。悪い意味ではなく、動きと
して、村上に動くとか、上越に動くとか、下越に動く
とか、ばらばらです。それをまとめて、県は全体的に
一つとして動いていくのが大事なことの一つだと思い
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ます。
　もう一つ、日本人は今住んでいる地域に誇りを持っ
ている。私たちの住んでいる地域は素晴らしい。これ
が資源になります。このことを伝えるのが、一つのセー
ルスポイントだと思っております。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。その線で少し続けていただ
きたいと思います。
　新潟県のセールスポイントと言えば？
小畑
　２、３年ほど前、新潟県の関西情報発信拠点検討委
員会を大阪でしました。森副知事を始めとした方がお
見えになり、私も『じょんのびにいがた』という、新
潟のアンテナショップを立ち上げる前段階の検討会議
に参加させていただきました。
　表参道に有名な新潟のアンテナショップがあります
けど、それの関西版を立ち上げ、そこで新潟の物産を
ＰＲすると同時に、来たるべき北陸新幹線開通後、特
に関西方面からの観光をどうやって誘致していくかを
中心に、いろいろ議論させていただきました。
　関西人から見た新潟のセールスポイントは、他の旅
行会社、百貨店、いろいろな方が参加していましたが、
やはり出てくるのはおコメとお酒なのです。われわれ
関西人が、新潟の本質を知らないからかもしれません。
けれども、やはり最大のセールスポイントはおコメと
お酒。いわゆる新潟の本物の食の部分なのです。これ
に尽きると思うのです。
　関西人が知っている新潟の観光地は佐渡しかないと
言っていいぐらいです。観光地についてはその程度で
すけど、やはり最大のセールスポイントは、人の文化、
生活を含め、お米とお酒。お米を食べながらお酒が飲
めると思っているくらい、素晴らしいとわれわれは
思っています。それを最大のセールスポイントにすべ
きでないかと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　食、グルメの話は面白いですね。そして農業王国と
しての新潟についての大事な指摘をされました。滝沢
さんは「食」が専門分野となっていますので、新潟県
の観光資源としての農業、食、グルメの現状と展望に
ついて、突っ込んでお話をしていただきたいと思いま
す。
滝沢
　今のコメと酒は、私もすごく実感しています。最近
北海道にプロジェクトの関係で行っていました。また、
９月にも岩手大学で学会がありました。北海道の人も
岩手の人も、「新潟から来たんですか。おコメですよね。
本当においしいですよね」。その後、何か考えている
みたいなんですけど、コメ以外浮かんでこない方が非
常に多くいました。その後に「ああ、そうだ日本酒」
というように、まさに今の小畑さんの話のとおりの順
番で、だいたい新潟県のイメージが出てきます。
　そこで私も「そうですね」と言っているだけだと、
あまり新潟のイメージも残らないと思うので、豆知識
を用いて、例えばナスの作付面積が日本で一番多いん
ですよ。でも出荷している量は日本で一番ではないん
です。なぜなら、自分たちで食べてしまうからですと
言うと、「ナスと新潟なんて、イメージはないですね」
という会話が成り立ったりします。
　先ほどの新潟県はＰＲが下手だという話に少し絡め
られればと思いますが、まだまだ日本の中で知られて
いない新潟の名物。例えば茶豆がおいしい。そういっ
たところも、ＰＲが下手なところを逆に利用しようと
思います。「自分たちで食べてしまうので、観光で来
た人には自分たちで食べる分を振る舞わせていただき
ます」というように、ＰＲが下手なところを利用して、
新潟県の農業や食をもっと利用できればと思っていま
す。
イワン・ツェリッシェフ
　そうですね。確かにアピールできるものはコメと日
本酒より範囲が広いと思います。ナスの話が出ました
が、滝沢さんはサツマイモにも触れるのではないかな
と思っていました。
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滝沢
　今、新潟市を中心に、「いもジェンヌ」というブラ
ンドを、提案しているところです。ネーミングで興味
を持ってもらうことと、また、興味を持ってもらった
人にはプラスアルファを提供していく。こうして、新
潟県イコールサツマイモではないイメージを、徐々に
新潟県イコールサツマイモに引き寄せていくことに、
今、力を入れているところです。
　この季節ですと、ちょっと違う話になりますが、こ
の地域で多く取られているル・レクチェ。収穫はもう
少し前ですけれど、これからお歳暮シーズンです。新
潟県内ではお歳暮として配られるのは非常に有名で
す。
　今週の月曜日に、新潟大学の研究室でル・レクチェ
をみんなで食べたのですけど、「初めてル・レクチェ
を食べます」という学生がたくさんいました。新潟県
に来て何年かたっている学生でも、ル・レクチェを食
べたことのない、遠い存在という人が多くいました。
　それを国内で広めるということと、また、最近の動
きとしては成熟させるのを延ばして、食べ頃の時期を
年明けにずらして、中国や台湾などに輸出できないか
という動きもあります。そういった新潟県のまだ知ら
れていないものを、国内でどんどんアピールしていく。
海外にもアピールしていくといったようなことが、こ
れから、今徐々に増えてきているところです。もっと
増えるのではないかと期待しています。
　それが観光のきっかけとなり、ひとつ新潟に行って
みようかなというようになればいいと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　そうですね。まだ知らない新潟をアピールするとい
うことですね。しかも、農業王国と言われる県は、グ
ルメの王国にもなるべきですね。その線でブランドづ
くりを進めれば、海外の観光客も誘致しやすくなるの
ではないかと思われますが。
小畑
　今、滝沢さんからル・レクチェの話がありました。
私もお米とお酒の話をしたのですけれども。ただ新潟
県はＰＲが下手だという理由の一つに、素材が地味な
感じがするのです。これは正直なところ申し上げます。
　お米は確かに毎日食べるもので、大事なものですけ
ど、例えば大阪からお米を食べに新潟に行こうという
観光動機がはたして起こるか。ル・レクチェを食べに
行きましょう。起こるかというと、なかなか起こらな
い。ＰＲ下手というよりも、やはり素材そのものが若
干地味だと思うのです。
　例えば大阪からですと、みんな、冬になるとフグを
食べに山口に行きましょうとか、カキを食べに広島に
行きましょう。カニを食べに鳥取に行きましょう。最
近ではクエを食べに和歌山に行きましょう。これは全
部成り立っているのです。それなりのマーケットがあ
ります。
　フグ、カニ。派手ですよね、何となく。日本人が好
むものです。これが新潟の食には足りないと思うので、
私も食と農との関係を考えたときに、それをてこにし
た美食戦略というのを打ち立てていくべきだと思うの
です。
　単に、おコメ、酒という、いわゆる今テレビでやっ
ていますよね。その食材を使った加工するさまざまな
取り組み。あるいはそれを使った戦略を、美食戦略と
名付けてやったほうが、よりＰＲしやすいのではない
かと思います。
　
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　バロリさん、いかがですか。
ブレンディ・バロリ
　体験型観光ってはやっているのではないかなと。小
畑さんと話が同じになりますが、新潟でしか体験でき
ない。新潟でしかつくれないものというアピールする。
例えば、美食型とか加工製品とか。
　基調講演の話にも出ていましたが、外国人や日本人
がその町に行って、酒造りに参加して、その場でつくっ
て、その場で飲んで、その場で食べて、それで満足感
を高めて、リピーターにつながるのではないかと思っ
ております。
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イワン・ツェリッシェフ
　そうですね。体験型を目玉とするということ。
　どうぞ、波潟さん。
波潟
　最近、ショッキングな出来事がありました。私は今、
横浜に住んでいて、家の近くにアメ横並みの活気のあ
る商店街があります。そこにラ・フランスとル・レク
チェが箱入りで並んでいたのですが手書きの値札に、
「山形産ル・レクチェ」と書いてあるのです。
　私は、山形県の人がル・レクチェをつくっているの
かなと思ってじいっと見てみましたら、ビニールのと
ころに新潟県と書いてあるので、ちょっとほっとしま
した。しかし伝わっていないのが現実です。
　ル・レクチェのような高品質な産品は県外にも流通
させて知らせてあげなくてはいけないと思います。カ
レーラーメンも最近県外の人にもよく知られるように
なりました。長岡の花火に行った帰りに三条まで来て、
カレーラーメンを食べて帰るという話も聞いていま
す。カレーラーメンは最近の流行ものかと思われてい
るようですが、実は子どものころからありましたよね。
　工場で働く人たちのために、高カロリーで、かつ冷
めないものとして食してきた、地域の生活文化が背景
にあるのです。この背景をきちんと伝えると、三条・
燕の工場の文化とカレーというグルメと地元の産業が
つながり、人々の心に残ります。ストーリーとして伝
えることが大切です。
　かつ、おコメ。「青天の霹靂」とか「ゆめぴりか」
が高く評価され、打倒新潟産コシヒカリと思うような
出来事がたくさんありますが、必ず思うのは、新潟の
旅館で食べたおコメと同じものを旅館に聞いて買って
帰って自宅で炊いてもあまり感動的な味になりませ
ん。水が違いますね。あとプロが炊くかどうか。地元
で食せば「味が違います」ということをアピールして、
実際に来て食べてもらうことも必要です。
　そして長野県は、長野のリンゴを訪日外国人客に食
べてもらう機会が観光ルート上にあります。日本のり
んごは皮をむいて、お皿に切り分けていただく高級感
ある果物です。ル・レクチェを食べる行為はさらに貴
重な体験になります。ＳＮＳなどで拡散されるといい
かもしれません。
　新潟は良い素材に恵まれていますが魅力的な郷土の
お料理もアピールできるといいと思います。ただ、地
元の最高の食材を使った「すき焼き」では、それが印
象的な新潟のお料理として心に残るか、ましてやそれ
を目的に県外客が新潟に出かけてくれるかは疑問で
す。
　ありきたりの料理を、新潟の食材でつくってもどう
かというのがあるので、素材なら素材アピールでもい
いけれど、なぜそれが生まれたのかという文化背景と
一緒に発信する。それを地元の人が理解して伝搬する
ということが大事なのではないかと考えます。
イワン・ツェリッシェフ
　海外観光客を誘致する戦略を３段階に分けることが
できると思います。
　まず情報発信は重要です。簡単にいえば新潟県のこ
とを知らせること。私自身は国際会議などで海外に行
くときに、「どこから来たのですか」と聞かれ、「新潟
です」と言うと、「新潟って日本のどこですか」とよ
く聞かれるのです。まだ知名度が高くないことを痛感
しています。
　それでは、第１の段階は、新潟のことを海外の多く
の方々に知らせること。
　第２の段階は宣伝、プロモーションの充実です。新
潟に来るように説得すること。
　第３の段階は、受け入れ体制の整備です。ホテルな
どのキャパシティの確保、人材の確保など。一言でい
うと、きちんと受け入れること。
　日本全国なかんずく新潟県は、それぞれの段階にお
いて、課題が山積しています。
　これからの討論は、人材育成の問題に絞りたいと思
います。段階別で見て、今、どんなスキル(能力)を持っ
ている人材が一番足りないのでしょうか。言い換えれ
ば、われわれがどんなスキルを持っている人材の育成
に焦点を当てるべきでしょうか。
　バロリさん、いかがでしょうか。
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ブレンディ・バロリ
　やはり私が話しに行くと、地元の人たちが地元のこ
とをよく知るという、町歩き。いろいろ行政も関わっ
て、外国人の観光客を使って地域の資源を発掘する、
このことは、国も一つの戦略として考えています。
　われわれ外国人がその地域に行って、日本人には当
たり前と思っていることが、私たちには素晴らしいも
のだと思える。これには地元の育成が必要になります。
なぜかというと、われわれは日本を訪ねてどこかに行
きたいとは思っても、知識を持っていない地元の人た
ちは案内できません。これは当たり前のことです。
　例えば、居酒屋に行きたいと。最近、海外でも居酒
屋風のレストランが結構はやっているではないです
か。せっかく日本に来ているのだから、高級ホテルな
どではなく、ちゃんとした居酒屋でちゃんとした料理
を食べたい。ある程度地域をよくしていく舞台をつく
る必要があります。
　地域が外国人の観光客を受け入れたいという規模を
図る。例えば100人の観光客が来て、100人の席がある
か。そういう問題もあります。100人の外国人観光客
が来て宿泊施設が整っていない、通訳もできない、料
理もできていなければ、リピーターには絶対なりませ
ん。逆に受け入れる前に、自分の能力を測って、その
規模で受け入れる。それが一つの戦略です。
　外国人観光客は、どちらの外国人観光客を目指すの
ですか。アジア系、欧米系。アジアは近い、インフラ
も結構整っている。そうすると英語教育ではなくて、
中国語の教育が必要となります。そう私は思っていま
す。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　地元のことを詳細まで分かっている人、しかも自分
が新潟の人であることを誇りとしている人の育成です
ね。その線で続けていただけますか。
　波潟さん、お願いします。
波潟
　地元のことをよく分かるだけでは、私は駄目だと思
います。私はずっと広報をやっていましたが、外から
見て自分達がどう見えるのかということを常に考えら
れる人でなければ伝わらないということです。
　発信が上手な人こそ聴き上手で、相手が欲しいこと
を知ることができます。そのためには外に顔を向け、
しっかりとマーケティングをすることだと思います。
他地域とデータを比較しながら、細かく咀嚼をするこ
とが必要なのではないか。同時に目利き力が必要です。
　知合いのフードコーディネーターが言っていました
が、イタリア人は自分らしいものをゆっくり探す。日
本人は成功事例をとりあえず探すという傾向がありま
す。私も同感です。目利き力を持ち地域に誇りを持ち
ながら、これが自分たちのものだという毅然としたこ
とができる、裏付けとなるようなマーケティング能力
を持つのが必要だと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　波潟さんの報告のなかでも、“Think Globally, Act 
Locally”という新しい考え方が示されましたね。今
のご指摘もそれに関連しているかと思います。
　小畑さん、お願いします。
小畑
　本当にバロリ先生と、波潟さんの意見にまったく同
感でございます。その両方が相まって、そういう人材
は育っていくのだと思います。
　話は少し変わりますが、サッカーの元日本代表の岡
田武史監督をご存じですよね。今、何をやっておられ
るかご存じですか。
　今はＪリーグに関わっているわけではなく、四国の
地域リーグ、Ｊ２より下の小さな地域のリーグのＧＭ
をやっています。ＦＣ今治という、小さなところです。
なぜそこの監督をやっているのかというと、日本代表
として世界と戦って日本は勝てなかった、でも何とか
勝てる組織をつくるために自分の思っていることを徹
底的に教育したい。Ｊリーグでは教育は難しい。Ｊリー
グを１回壊さなければそれはできない。その自分の考
え全部を地域でやっていきたいということで、ＦＣ今
治の経営全部を請け負って、勝てる日本の型をつくる
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ために、ＦＣ今治で活動しているというのを本で読み
ました。
　やはり今おっしゃられた、いろいろな考え方を持っ
た人材の型をつくるというのが、たぶん新潟経営大学、
観光経営学部に求められているのではないかと思いま
す。違う分野で、そういう活動をされている方がいる
ので、ちょっと抽象的な話ですが、型をつくるという
のが一つの大きなポイントではないかと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　滝沢さん、いかがですか。
滝沢
　やはり広い視野を持つことではないかと思っていま
す。大学生は何かこれというスペシャリストを目指す
道もあると思います。あとは大学の４年間でいろいろ
なことを経験して、何かの問題にぶつかったときに、
いろいろな経験を元に問題解決に進んでいく。経営の
分野、観光の分野に限らず、大学生に求められている
ことかと思いました。
　情報リテラシーという授業を受け持っているのです
けれども、情報の使い方について、大学生は毎日のよ
うに、スマートフォンをいじったりしているので、自
分の使い方というのは当然スムーズに、スピーディー
にできます。しかし何か新しい情報が出てきたときに、
自分なりに、それは本当なのかという疑問を持たない
学生が非常に多いと実感しております。
　何かもっと広い視野を持って、いろいろな経験をし
ていく。こうしたことを、大学生は必ずやるべきこと
かと思っています。そこで地域の人と触れ合ったり、
海外に行って何か新しい発見をしてくる。また、小学
生と触れ合うことで、小さいころはこんなことを考え
ていたなと思い出してみたりする。
　こうすることで、大学を卒業したときに、新潟県の
観光を支える人材になるのが理想なのではないかと
思っております。
イワン・ツェリッシェフ
　バロリさんのお話のなかですでにあったのですが、
マーケット別に考えなければいけないという点が大事
ですね。一般論的に「海外の観光客を誘致しましょう」
というのではなく、どこから誘致するかを考える。
　ことにアジアの国々から来る人が多いから、そのア
ジアの観光客が狙っていること、期待していることは
何なのか、来日する目的の優先順位がどうなっている
かということを突っ込んで分析しなければなりませ
ん。アジアの観光客の関心事は欧米やオーストラリア
などのそれと大いに異なっているから、特になおさら
ですね。
　そこでまだどこでも取り上げたことのない問題を取
り上げたいと思います。
　われわれは観光経営学部で、外国語をしっかり教え
ていきたいと思います。外国語教育といえば、当然、
まず英語教育を想定します。英語は世界の標準的なコ
ミュニケーション・ツールになっていますから、まず
英語をしっかり教えなければならないということで
す。充実した英語教育を新学部の目玉にもしたいと思
います。
　しかし、新潟県の海外旅行者の延べ宿泊数の統計
データによると、その宿泊総数のほぼ半分は「ビッグ・
チャイナ」－　中国、台湾、香港　－　から来る方々
が占める。
　その高い比率の背景には一時的で特殊な要因もあり
ますが、これからも「ビッグチャイナ」の観光マーケッ
トが主要なマーケットの地位を維持していくのではな
いかと思われます。
　こうしたなかで、英語を主と考え、それに第二外国
語として中国語、韓国語などを教えるという構図より
は、英語と中国語を二つの柱にするパターンのほうが
観光部門の人材のニーズに合っていると考えられます
が、いかがでしょうか。
　バロリさん、お願いします。
ブレンディ・バロリ
　さっきの質問と、今の質問はつながります。私はこ
の８カ月、福島に単身赴任で家族は新潟にいます。金
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曜日に新潟に戻って、日曜日にまた福島に行くという
１週間を繰り返しています。
　日本の祭りが大好きです。花火も含めて。何が言い
たいかというと、まずは人材育成のところに戻ります。
１月か２月に十日町の雪祭りがありますよね。必ず行
きます、二人の子どもを連れて。
　６年前に行ったとき、地図を見ながら、どこか行き
たいと思っていたら、後ろからとんと肩をたたかれ、
見るとおばあさんがいて、「May I help you？」と言
われたのです。外国人もちゃんと日本語話すのですが。
すごく感動しました。「おばあさん、ありがとうござ
います」と日本語で言って、「どこに行きたいの。駐
車場探しているの」とか、そういう話になりました。
　その後新潟に戻り調べたところ、小・中・高、プラ
ス大学、そして地元の方々に、恥ずかしがらずに最初
に声を掛けられるように公開講座を開いていたようで
す。
　われわれが迷っているのを見かけたら、「ハロー」
と声を掛ける。求めることは頼れることではないかな
と。それが一つの人材育成には大事なことだと思って
おります。恥ずかしがらず、外国人や日本人が迷って
いたら、必ず最初に声を掛けるというのがおもてなし
であり、その地域の温かさだとわれわれは感じます。
　次の質問にいくと、受け入れたい相手の、どういう
言語が必要か。長期的に英語は不可欠だと思います。
グローバルでいくと、やはり英語は第一。観光客の
50％が中国人であれば、中国語もいいのではないかと
思っています。そうすると中国人が来る。情報が発信
され、リピーターになる。こうして文化や体験したす
ばらしさを知ることで、観光客がさらに増えると思い
ます。英語と中国語の教育はどちらも大事だと思って
おります。
イワン・ツェリッシェフ
　波潟さん、いかがでしょうか。
波潟
　まず英語をベースにするのが前提だと思うのです。
基本的な世界で共通のコミュニケーションの手段とし
て、英語を話すというのは大事です。この地域に中国
人が大変なシェアをもって来るというのであれば、中
国語も同時にやるというのは賛成です。
　ただし、中国語を学ぶ意味合いと、英語を学ぶ意味
合いは、やはりちょっと違います。ただ単に語学スキ
ルをあげ、中国人と表面的なコミュニケーションをす
るだけだったら意味がありません。中国語を学ぶこと
によって、ビッグチャイナから来ている方々の社会・
文化的背景を理解することで、旅行者としての志向や、
相互理解の礎となるような変わらぬ本質というものを
学ぶことが必要だと思います。観光は平和的交流です。
単なるスキルに留まらず、本来のコミュニケーション
の手段以上のものを英語と違う意味合いで中国語教育
から学び取ることが必要だと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　小畑さん、どうぞ。
小畑
　本当に今までの話の続きですけれども。イワン先生
の提案に異を唱えるわけではないのですが、単純に英
語と中国語のスキルを高めて、コミュニケーション能
力を上げればいいというのではなく、やはり観光経営
学部という、観光が付くわけですから、当然そこに一
番重要なのがホスピタリティだと思うのです。ホスピ
タリティのある英語、そしてホスピタリティのある中
国語というのを学ぶ。
　ですからこれは、英語であれ、中国語であれ、日本
語であれ、一番難しいのはホスピタリティのある観光
の現場で使える、しっかりとした日本語を包括的に学
ばなければいけないのかもしれないと思います。
　それと、ノンバーバルですね。手振り、身振り、表
情、そういうものを含めた英語能力、中国語能力、そ
して本来われわれが持っていなければいけない、日本
語コミュニケーション能力というものを、やはり観光
経営学部である以上は教えていくべきだと、私は思い
ます。
－ 26 －
イワン・ツェリッシェフ
　大事な指摘がなされたと思いますね。言葉を覚える
だけではなく、言葉をツールと考えて、中国語を習う
人は「ビッグチャイナ」の文化や価値観を理解するよ
うに大きな努力しなければなりません。
　英語も、共通のコミュニケーションの手段という面
もありますが、それと同時に英語圏の方々の価値観、
考え方、文化のことを詳しく把握するためのツールと
しても活用することも欠かせません。
　それでは、次の問題提起に移っていきたいと思いま
す。
　魅力ある観光プランづくりは非常に大事だと思いま
す。「観光大国」に行くときに、小さい町の普通のホ
テルに泊まるときでも、ホテル側にいろいろなことを
提案されます。市内見物などのツアー、エンターテイ
ンメント、娯楽、グルメ等々。選択肢が広い。しかも
ホテルとツアー会社との連携が非常に密接です。
　そしてもう一つ注目すべきは、小さい町に来ても
ウォーキングツアー、歩いて町を見るツアーをオ
ファーされるということです。
　日本はその点でまだ遅れています。観光客の滞在は
ホテルか旅館が中心になると考えられがちです。ホテ
ルとか旅館に入ると、「浴場はここ、食堂はここ、部
屋はここ」という風に、ホテル内の案内をしますが、「付
近に何か見所とか面白いところがあるか」、「この町の
目玉が何なのか」を聞かれると、期待する答えが出て
こない。ホテルの外に出て、どうやって楽しい時間を
過ごすことができるかがわからない。ホテルのスタッ
フが自分の都市とか町を宣伝することを遠慮する気が
します。結局、何かを教えてくれるときにはたとえば、
「たいしたことはないですけど、あそこに神社があり
ます」とか、「面白いかどうかわかりませんが、商店
街があります」とか。「お気に召すかどうか判りませ
んが、おいしそうなレストランがあります」という言
い方をします。
　実際、神社が非常にきれいですし、商店街も面白い
し、レストランも良く、見る価値、体験する価値があ
ります。つまり観光資源になりえる場合が多い。です
が、宣伝がなされていない。
　観光のプランづくり、観光客のための「メニューづ
くり」を充実させるために何をなすべきでしょうか。
今、どこがいちばん足りないでしょうか。
　また、目に見える前進が出るのにどんな人材を育成
しなければならないでしょうか。
　これは小畑さんの「畑」です。お願いします。
小畑
　旅行会社で28年、私も現場でいろいろやっているわ
けですけれども、イワン先生がおっしゃったように、
一つの施設内で完結するケースと、ホテルに泊まって、
町全体でいろいろなアトラクションがあって、食も含
める場合があるのですが、話をすると長くなるので、
皆さん後ほど調べてもらいたいのですが。
　スペインのバスク地方のサン・セバスチャンという、
人口18万人の町があります。これといった観光施設は
ありません。世界的な教会とかお城とかあるわけでは
ないのですけど、そこには世界中から美食を求めて
やってくるのです。
　皆さんご存じですか。バルという制度をよくやって
いますよね。500円ぐらいのチケットを買って、あち
こち何軒もはしごをする食べ方です。あれの発祥の土
地ではありませんが、バルが非常に発達した町であり
ます。200メートルほどの通りに、32軒ほど同じよう
なバルの店が並んでいます。外国人観光客でも、ノン
バーバルで言葉をしゃべれなくても、指さしで料理を
注文できるという仕組みがあります。「サン・セバス
チャンのバル」で調べてもらいたいです。
　要はそういう町全体で、戦略に取り組んでいる。観
光資源はそれほどないけれども大成功している。それ
は何かといいますと地域でお互いのバルの料理のレシ
ピを公開し合う、オープンソース。経営の仕方も全て
伝え合ってオープンにしている、オープンマインド。
こういう日本ではなかなか難しい戦略を、町全体で
取っている。バスクならではの取り組みですけど、こ
れが一つあります。
　それともう一つ、施設内で取り組まれている事例が
あります。これも話すと長くなるので簡単に言います。
北海道の枝幸というところがあります。ご存じだと思
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いますが、旭川から車で３時間半かかるところです。
とんでもない中山間地域と言えるところですね。
　ここに、うたのぼりパークホテルというホテルがあ
ります。旭川から国道を稚内に向かって走っていって、
そこから小さな国道に入るのですけど、入ってから約
１時間半走るなかで、１時間たってやっと対向車が来
るような場所です。そんなところに、タイ人がわんさ
と押し寄せているとテレビやニュースで言っているの
で、実際に取材に行き、話を聞いてきました。
　何をやっているかというと、何もない、指定管理を
受けたような地域の温泉施設にタイ人団体がやってき
たときに、宴会場のような体育館で日本の夏祭りをや
るのです。真冬、外で雪が降っているようなときに行っ
たのですけれども、餅つき、流しそうめんをやります。
それから鯛の姿作りは高くて出来ないので、サケの姿
作りをやります。そしてにぎり寿司体験をやります。
そして最後にみんなで盆踊りを踊って、太鼓をたたく
という一連のアトラクション。タイ人の旅行会社の企
画と、うたのぼりパークホテルの方の受け入れ体制と
が練り込んでいった結果、今ではタイ人がその旅行会
社を使うと、うたのぼりで日本風の体験メニューがで
きるので、札幌にやってきて、小樽に行って、旭山動
物園を見て、そしてなぜか３時間半かけてうたのぼり
にやってくる。これが受けている。
　要は、本物は要らないのです。日本風でいいんです。
そして徹底したタイ人向けのマーケティングをやるこ
とが重要です。皆さん、帰ってからインターネットで
「歌登の奇跡」と入れれば出てきますから、見ていた
だければと思います。
　同じことを台湾人にやったら全然駄目だそうです。
台湾人はまったく「何、この幼稚な遊び」となってし
まうらしいので、国別でなかなか難しいですけどれど
も、そういうものが非常に大事だと思います。以上で
す。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　波潟さん、いかがですか。
波潟
　インバウンドについてはずっと数の話が中心である
と思うのですけれども、やはりある程度までいったら、
量から質への転換へと、先を見据えていかなければい
けないと思うんですね。
　先日、都内の観光学部の大学生と佐渡に演習に行き
ました。その際に思ったのですが、住民の人は観光客
に優しいのですが、観光というものに対しては、他の
産業界の人たちを含めて、観光は観光業者のものだと
思っている人たちが多いような気がしました。そんな
なかで、業種を超えて、異業種の人が持っている知恵
や観光を見る目やアイディアを大事に活用することが
観光そして地域全体の盛り上げに大切だと思うので
す。
　私は昨晩、新潟の友達の家に泊まりました。友人は
小学校の先生をしていますが、先日、コメの精米所の
見学に子どもたちを連れて行ったそうです。その際、
精米所の方々がすごく一生懸命説明をしてくれて、今
精米したばかりのおコメの食べ比べの体験もできたと
話してくれました。このような経験は観光業者だけで
はできません。
　おコメでどうかというのは別として、観光客向けに
急あつらえでつくったものは案外分かります。高品質
で本物の良さを伝えるために、何があるのか、できる
のか、普段から考えることが必要だと思います。
　私たちは何か新しいことを創造する時は、そこです
ぐ結論を生みだす意見交換会に入るのではなく「無駄
話もあり」でたわいない日常で思ったことを言いあい
ます。そこから何か生まれて、これはいいとか悪いと
かが生まれてくるものです。情報を得るためにも普段
から産業を超えた連携で話し合いの場を持つというの
が必要だと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　滝沢さん。いかがでしょうか。
滝沢
　先ほど、小畑さんの話を聞きながら、私はタイの留
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学生と何人か交流があるので、研究室で流しそうめん
をやったときに、非常に喜んでいたなと思い出したと
ころです。
　そして波潟さんの話と共通してるのですけれど、新
潟県ならではのことをもっと提案していくためには、
やはり限られた人間だけで考えていっても、アイデア
というのは湧いてこないように思います。ですから異
業種という話になってくると思います。
　例えば燕で、金属の磨きが盛んなところで、私が思
うには、アイスクリーム専用のスプーンが燕で作られ
ています。それをお父さんが作ってきて、お母さんは
アイスクリームの手作り体験というようなところに
行って、夜、一緒のホテルでデザートを食べる。「お
じいさんは山へ芝刈りに、おばあさんは川へ洗濯に」
という感じのことができないかとか考えています。
　あとは湯田上温泉ですと、春の季節にはタケノコが
採れるので、朝早くタケノコを堀りに行って、それが
朝ご飯にプラス１品として出てくるということがあっ
たりすればいいと思います。
　小畑さんから、新潟県は地味だという言葉がありま
したが、その地味さもアピールしていって、質に変え
ていけないかと考えています。
　このように、私が今思っただけでもアイスクリーム
とか、タケノコなどがありますけど、同様にいろいろ
な方が考えると、「こういうのはどうだ」と、アイデ
アがどんどん出てくると思っています。聞き込みなが
ら進めていくのが理想なのだろうなと考えています。
イワン・ツェリッシェフ
　ありがとうございます。
　まだお聞きしたいことがたくさんありますが、時間
はほとんど残っていません。最後に簡単な「クイズ」
をやりたいと思います。
　パネリスト一人ひとりに、新潟県がインバウンド
ツーリズムの大きな拠点、競争力ある拠点になるため
にやらなければならない３つのいちばん不可欠なこと
を挙げていただきます。第一、第二、第三という形で
述べていただきたいと思います。当然、それ以外にも
いろいろあると思いますが、とりあえず、やらなけれ
ばいけないことの「トップ３」に絞りましょう。
　バロリさんからお願いします。
ブレンディ・バロリ
　短く言います。
１．産学官連携の強化。
２ ．人材育成。まずは、地元の方々を育成し、大学を
通して観光人に向けた人材育成。
３ ．最後に県はばらばらではなくて、一体となって情
報発信をすれば、いいと思います。というのは、
One for all, all for one!
イワン・ツェリッシェフ
　波潟さん、お願いします。
波潟
　私も産学官民の連携強化で観光産業以外の人たちと
一緒に観光を考えるということ。２番目は、マーケティ
ング、目利き力ですね。３番目は、やはり生活者にとっ
て旅行というものは時間と空間を消費する、非常に大
事なことだと思うのです。そういうことを考えると、
県内をどう回るか、交通インフラの整備も含めて、旅
行者にとっての有効な時間消費、利便性のよい活用を
考えるべきではないかと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　滝沢さん、いかがですか。
滝沢
　やはり一番先に思い浮かぶのは、グルメというとこ
ろをいろいろな角度で考えることかと思っています。
そして２番目に考えるのは、小学生から地元について
知る機会、今、総合的な学習の時間というものがあり
ますが、小学生がもっと地元に触れ合うことかなと考
えています。
　そして３番目は小学生たちが、今度は大学生となる
と新潟県の外からも来ますので、このような人たちと
触れ合うことで、新潟県以外のことを知りながら新潟
県の魅力を知る機会になるのかなと思います。
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　２番目、３番目は人材になってしまいますが、グル
メと小学生の教育というところと、大学生がいろいろ
な経験をしながら立派な人材になっていくということ
かなと思っています。
イワン・ツェリッシェフ
　小畑さん、お願いします。
小畑
　ちょっと私は抽象的なことを言ってしまうのです
が、まず第一は持続可能な観光資源の発掘です。これ
は一番大事なことだと思います。
　その発掘したものを、２点目に、新潟スタイルの戦
略、別に無理をして他をどうのこうのではなく、新潟
らしい戦略を立てること。
　そして３点目が人材育成の部分。新潟スタイル、新
潟らしさを、具現化できる、先ほどちょっと岡田監督
の話をしましたけど、形ではなく型ですね。その型を
決められる人材育成、そういうものですね。その三つ
が重要ではないかと思います。
イワン・ツェリッシェフ
　どうもありがとうございました。
　それでは最後に、大きな結論を出すよりは、幾つか
このディスカッションで得たことを簡単にまとめてみ
たいと思います。
　まず、「体験型」が需要であるということ。新潟は
体験型観光にかけることができるのではないかという
ことですね。ところでその際、産業ツーリズムも目玉
になり得るのではないかと思います。
　２点目は「知らない新潟」、「まだ発見されていない
新潟」があるということ。これを発見して、その情報
を全世界に発信することが求められています。
　３点目はフィードバックの需要性です。観光資源づ
くり、観光資源開発は供給サイドだけではなく、需要
サイドも関わって、両側の対話を通して進めることが
大事です。そのときお客さんになり得る方々との日常
の話、雑談も重視すべきですね。
　次に、新潟に住んでいる方から見て、ごく当たり前
のもの、毎日目に付くものは、すごく魅力ある観光資
源になり得るという点が注目すべきだと思います。こ
れは４点目です。
　そして、人材育成についていえば、新潟人であるこ
とを誇りと考え、その上で、新潟に来る観光客のため
の充実したサービスを提供することにコミットしてい
る人材を育成する必要性が強調されました。精神的な
面、コミットメントが大事ですね。
　私は20年前にベルギーの首都ブリュッセルに旅行を
したときのことを思い出しました。20年前ですけど、
あの時のツアーガイドの男性の顔は今でもはっきり思
い出せます。ツアーが終って、みんながバスを降りる
直前に彼はこう言いました。「Ladies, gentlemen!!あな
た方は今、レンブラントの国にいる。ルーベンスの国
にいる。この近くに彼らの傑作がそろっている大きな
美術館があります。皆さんが忙しくて、いろいろな予
定があることは分かっています。しかし、美術館に行
くために必ず時間を空けてください」。簡単なことで
すが、大きな声で心を込めて言ったのです。印象的で
した。すると、その観光客グループの半分の人はバス
を降りてから、「美術館に行きたい、道順を教えてく
ださい」と彼に頼んでいました。そのとき、本当のコ
ミットメントの重要性を感じました。
　新潟も海外の観光客に「提案」できることがたくさ
んあります。魅力ある旅行のプランを数多くの海外観
光客のためにつくれることを前提に、コミットして、
新潟のことを紹介・宣伝することは必要不可欠です。
そして、こういったことができる人材を育成すること
は、われわれの今日の最大の課題の一つだと思います。
　これでパネルディスカッションを終了させていただ
きます。パネリストに感謝を表したいと思います。
　ご来場の皆様、ご清聴ありがとうございました。
　
司会
　パネリストの皆さま、ありがとうございます。以上
をもちまして、観光活性化フォーラムを終了させてい
ただきます。
（終了）
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講演の様子　左：波潟 郁代氏　右：瀬井 威公氏　
パネルディスカッションの様子
左より　司会：イワン ツェリッシェフ　　　　　　　　　　　　　
　　　　パネリスト：小畑 博正氏、滝沢 憲一氏、波潟 郁代氏、ブレンディ バロリ氏
